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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

回次 第１６７期 第１６８期 第１６９期 第１７０期 第１７１期
決算年月 平成17年3月 平成18年3月 平成19年3月 平成20年3月 平成21年3月

売上高(百万円) 32,197 36,293 37,280 29,852 27,567

経常利益又は経常損失(△)(百

万円)
△244 1,630 1,481 △320 △890

当期純利益又は当期純損失

(△)(百万円)
△74 1,485 1,313 △530 △1,091

純資産額(百万円) 14,855 19,871 19,965 16,266 13,039

総資産額(百万円) 36,870 45,896 44,188 38,954 30,519

１株当たり純資産額(円) 118.41 158.44 158.83 129.06 103.21

１株当たり当期純利益金額又

は１株当たり当期純損失金額

（△）(円)

△0.69 11.74 10.48 △4.23 △8.71

自己資本比率(％) 40.3 43.3 45.0 41.5 42.4

自己資本利益率(％) △0.5 8.6 6.6 △2.9 △7.5

株価収益率(倍) － 21.7 14.5 － －

営業活動によるキャッシュ・

フロー(百万円)
△1,083 1,089 2,038 2,403 △253

投資活動によるキャッシュ・

フロー(百万円)
93 △887 △1,172 △381 △1,144

財務活動によるキャッシュ・

フロー(百万円)
△837 △391 △584 △387 △166

現金及び現金同等物の期末残

高(百万円)
3,360 3,168 3,432 5,066 3,501

従業員数(名) 1,523 1,446 1,426 1,377 1,447

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれていない。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないため、記載していない。

３．純資産額の算定にあたり、平成19年3月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」 （企業

会計基準委員会　平成17年12月9日　企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」（企業会計基準委員会　平成17年12月9日　企業会計基準適用指針第８号）を適用して

いる。
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(2) 提出会社の経営指標等

回次 第１６７期 第１６８期 第１６９期 第１７０期 第１７１期
決算年月 平成17年3月 平成18年3月 平成19年3月 平成20年3月 平成21年3月

売上高(百万円) 27,357 30,326 30,493 25,309 24,181

経常利益又は経常損失(△)(百

万円)
△415 1,114 1,245 △470 △873

当期純利益又は当期純損失

(△)(百万円)
△245 1,325 1,214 △358 △1,072

資本金(百万円) 9,019 9,019 9,019 9,019 9,019

発行済株式総数(株) 125,481,348125,481,348125,481,348125,481,348125,481,348

純資産額(百万円) 13,448 18,251 18,186 15,327 12,162

総資産額(百万円) 34,302 41,527 40,236 35,416 28,547

１株当たり純資産額(円) 107.25 145.58 145.07 122.27 97.03

１株当たり配当額（１株当た

り中間配当額）(円)

－

(－)

1.50

(－)

2.50

(－)

1.50

(－)

－

(－)

１株当たり当期純利益金額又

は１株当たり当期純損失金額

(△)(円)

△1.96 10.57 9.69 △2.86 △8.56

自己資本比率(％) 39.2 44.0 45.2 43.3 42.6

自己資本利益率(％) △1.8 8.4 6.7 △2.1 △7.8

株価収益率(倍) － 24.1 15.7 － －

配当性向(％) － 14.2 25.8 － －

従業員数(名) 1,348 1,274 1,246 1,212 1,309

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれていない。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないため、記載していない。

３．平成19年3月期の１株当たり配当額2円50銭には、創立100周年記念配当１円を含んでいる。

４．純資産額の算定にあたり、平成19年3月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」 （企業

会計基準委員会　平成17年12月9日　企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」（企業会計基準委員会　平成17年12月9日　企業会計基準適用指針第８号）を適用して

いる。
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２【沿革】

明治４０年　２月 豊田式織機の製造販売を目的として名古屋市中村区に豊田式織機株式会社として設立

大正　５年　４月 紡機、その他機械の製造販売を事業目的に追加

昭和　２年　３月 新川工場新設

１１年　９月 兵器、工作機械の製造販売を目的とする昭和重工業株式会社を設立

１３年　８月 豊田式織機継続株式会社を設立

１６年　９月 昭和重工業株式会社を合併し、豊和重工業株式会社と改称し兵器、工作機械、航空機部品、鉄

鋼の製造販売を事業目的に追加

１９年　９月 浜島工場新設

２０年１０月 豊和工業株式会社と改称し、兵器、航空機部品の製造販売を事業目的より削除

２４年　５月 東京・大阪・名古屋各証券取引所市場第一部に上場

２８年　５月 武器、航空機部品の製造販売を事業目的に追加

３１年　７月 ブラジルに繊維機械の製造販売を目的とするブラジル豊和工業有限会社（現・ホーワ機械

株式会社；清算中の非連結子会社）を設立

３２年　３月 豊田式織機継続株式会社に運送、荷造、梱包の事業目的を追加するとともに中日運送株式会

社と改称（現・連結子会社）

３４年　７月 各種機械、金属製品及び鉄鋼製品の販売を目的とする中日鋼材株式会社（現・豊友物産株

式会社；連結子会社）を設立

３６年　５月 建設機械、空圧並びに油圧機器、猟銃、車両及びその部品、金属製建具の製造販売を事業目的

に追加

３７年　５月 稲沢工場新設

３８年　５月 水産機の製造販売を目的とする西部産業株式会社を設立

５０年　５月 鋳造機械の製造販売及び不動産の賃貸を事業目的に追加

５０年　６月 造園及び保険代理業を目的とする株式会社豊苑を設立（現・連結子会社）

５４年　５月 機械器具の加工を目的とする豊友産業株式会社を設立（現・清算中の非連結子会社）

平成　７年　５月 シンガポールに工作機械の販売を目的とするホーワマシナリーシンガポール株式会社を設

立（現・連結子会社）

１１年　５月 工作機械の製造販売、改造修理を目的とするエイチオーエンジニアリング株式会社を設立

（現・非連結子会社）

１４年　４月 浜島工場を本社工場（旧新川工場）に集約

１４年　６月 電子機械、環境機械の製造販売を事業目的に追加

１４年１２月 稲沢工場閉鎖

１５年　６月

２０年　３月

２０年１２月 

大阪証券取引所上場廃止

西部産業株式会社を解散

豊友産業株式会社を解散
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３【事業の内容】

　当社グループは、豊和工業株式会社（当社）、子会社７社及び関連会社１社より構成されており、当社は工作機械・

空油圧機器の工作機械関連、火器・建機の特機、及び金属製建具等の製造、販売を主たる事業としている。

　また、子会社及び関連会社については、当社製品の販売、原材料・部品の仕入、物流サービス等、当社事業に関連する

分野において、それぞれ事業活動を展開している。

　なお、非連結子会社豊友産業㈱は、平成20年12月に解散し、清算中である。

　当社グループの事業に係わる位置付け、及び事業の種類別セグメントとの関連は、次のとおりである。

①　工作機械関連事業

　当社が製造販売するほか、製品の一部は子会社豊友物産㈱が販売を行っている。又、シンガポールには販売子会

社ホーワマシナリーシンガポール㈱があり、商社経由で当社製品の現地販売を行っている。

②　特機事業

　　　当社が製造販売するほか、製品の一部は子会社豊友物産㈱が販売を行っている。

③　金属製建具事業

　当社が製造販売を行っている。

④　その他

　電子機械等は当社が製造販売し、子会社豊友物産㈱は鉄鋼等の販売を行っている。又、子会社㈱豊苑は造園及び

保険代理店を行っている。

（注）１．事業区分ごとの主要製品等は「セグメント情報　事業の種類別セグメント情報」に記載している。

２．関係会社と事業の種類別セグメントとの関連については、「4 関係会社の状況」に記載している。
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金
（百万円）

主要な事業
の内容

議決権の
所有割合
（％）

関係内容

(連結子会社)      

中日運送㈱ 愛知県清須市 108

工作機械関

連事業、特

機事業、金

属製建具事

業、その他

100.0

当社製品の荷造、輸送をしている。

当社は建物の賃貸をしている。

役員の兼任　２名

豊友物産㈱ 同上 84同上 100.0

当社製品の販売をしている。

当社は建物の賃貸をしている。

役員の兼任　２名

㈱豊苑 同上 20その他 100.0

当社緑化の管理をしている。

当社は土地、建物の賃貸をしている。

役員の兼任　２名

ホーワマシナリーシ

ンガポール㈱
シンガポール

千シンガ

ポールドル

　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　

　　　

　　　500

工作機械関

連事業
51.0

当社製品の販売をしている。

当社は債務保証をしている。

（保証金額　36百万円）

役員の兼任　３名

　（注）１．「主要な事業の内容」欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載している。

２．連結子会社はいずれも特定子会社でない。

３．有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はない。

４．連結財務諸表に重要な影響を与えている債務超過の状況にある会社はない。
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５【従業員の状況】

(1) 連結会社における状況

 （平成21年3月31日現在）

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（名）

工作機械関連事業     625

特機事業     319

金属製建具事業     200

その他     78

全社（共通）     225

合計     1,447

　（注）１．従業員数は、就業人員である。

２．臨時従業員数については、従業員の100分の10未満であるため、記載を省略している。

  

(2) 提出会社の状況

 （平成21年3月31日現在）

従業員数（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与(千円)

1,309 44.5 23.7 5,035

　（注）１．従業員数は、就業人員である。

２．臨時従業員数については、従業員の100分の10未満であるため、記載を省略している。

３．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでいる。

 

(3) 労働組合の状況

　労働組合との間に特記すべき事項はない。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1)　業績

　 当連結会計年度におけるわが国経済は、サブプライムローン問題に端を発した世界的な金融危機が深刻化するな

か、輸出が大幅に落ち込み、設備投資も減少するなど、実体経済の悪化によって景気後退が急速に進んだ。　　　　　こ

のような状況の下で、当社グループは販売・サービス体制の強化、生産性の向上、業務の効率化などに努めたが、連

結売上高は27,567百万円（前期比7.7％減）となった。

　利益については、減収による利益減、操業度の低下などにより、560百万円の営業損失（前期は113百万円の営業損

失）となり、890百万円の経常損失（前期は320百万円の経常損失）となった。特別損益で関係会社清算益、投資有

価証券評価損などを計上した結果、1,091百万円の当期純損失（前期は530百万円の当期純損失）となった。

　なお、セグメント別の業績は次のとおりである。

　工作機械関連事業

　売上高は、工作機械は当期前半までの専用機の受注増により増加したが、空油圧機器が当期後半からの急激な

景気後退により減少したため、工作機械関連事業全体では、ほぼ前期並みの13,478百万円（前期比0.3％増）と

なった。営業損益については、操業度の低下などにより、611百万円の営業損失（前期は22百万円の営業利益）と

なった。

　特機事業

　売上高は、火器は国内向けがほぼ横ばいであったものの輸出向けが減少し、建機は公共事業費の削減などによ

り建設機械が減少したものの、清掃車両が増加したため、特機事業全体では、6,317百万円（前期比6.0％減）と

なった。営業損益については、減収となったものの固定費削減効果などにより赤字が若干縮小し、36百万円の営

業損失（前期は47百万円の営業損失）となった。

　金属製建具事業

　売上高は、防音サッシが増加したものの、景気後退の影響による建築・不動産関連の不振から一般サッシが減

少し、4,472百万円（前期比14.9％減）となった。営業損益については、固定費削減効果などにより赤字が縮小

し、169百万円の営業損失（前期は342百万円の営業損失）となった。

　その他

　売上高は、電子機械、鉄鋼は増加したものの、連結子会社の西部産業㈱解散に伴い水産機の売上がなくなったこ

となどにより、その他全体では、3,299百万円（前期比25.6％減）となった。営業損益については、ほぼ横ばいの、

258百万円の営業利益（前期比1.5％増）となった。

(2)　キャッシュ・フローの状況

　当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の期末残高は、前連結会計年度に比べ

1,564百万円（30.9％）減少し、3,501百万円となった。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度の営業活動による資金の減少は、253百万円（前期は2,403百万円の増加）となった。

これは、主として税金等調整前当期純損失985百万円、仕入債務の減少額2,917百万円、その他流動負債の減少額680

百万円による資金の減少要因と、減価償却費1,189百万円、売上債権の減少額2,975百万円による資金の増加要因に

よるものである。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度の投資活動による資金の減少は、1,144百万円（前期比200.4％増）となった。

これは、主として有形固定資産の取得による支出1,586百万円と、投資有価証券の売却及び償還による収入213百万

円によるものである。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度の財務活動による資金の減少は、166百万円（前期比57.1％減）となった。

これは、主として社債償還による支出271百万円、親会社による配当金の支払額186百万円と、長期借入金の借入と返

済との差額による増加額296百万円によるものである。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1)　生産実績

当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。

事業の種類別セグメントの名称 生産高（百万円） 前年同期比（％）

工作機械関連事業 12,296 100.0

特機事業　 6,153 93.0

金属製建具事業 4,186 85.5

その他 1,031 79.4

合計 23,668 94.3

　（注）１．セグメント間取引については相殺消去している。

２．金額は、販売価格によっている。

３．上記の金額には、消費税等は含まれていない。　

(2)　受注状況

当連結会計年度における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。

事業の種類別セグメントの名称 受注高（百万円） 前年同期比(％) 受注残高（百万円） 前年同期比(％)

工作機械関連事業 7,957 48.9 1,775 24.3

特機事業　 10,016 154.7 6,562 229.2

金属製建具事業 4,367 84.7 798 88.4

その他 2,485 58.8 516 61.4

合計 24,827 77.2 9,653 81.1

　（注）１．セグメント間取引については相殺消去している。

　      ２．上記の金額には、消費税等は含まれていない。

 

(3)　販売実績

当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。

事業の種類別セグメントの名称 販売高（百万円） 前年同期比（％）

工作機械関連事業 13,478 100.3

特機事業　 6,317 94.0

金属製建具事業 4,472 85.1

その他 3,299 74.4

合計 27,567 92.3

　（注）１．セグメント間取引については相殺消去している。

　　　　２．最近２連結会計年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであ

る。

相手先

前連結会計年度
（自　平成19年 4月 1日
至　平成20年 3月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年 4月 1日
至　平成21年 3月31日）

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％）

株式会社エスシーマシーナリア

ンドサービス
3,262 10.9 2,469 9.0

　　　　３．上記の金額には、消費税等は含まれていない。
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３【対処すべき課題】

　今後については、世界経済の混乱に収束の兆しが見られず、わが国においても設備投資の減少や個人消費の冷え込み

による更なる景気の悪化、長期化が懸念され、依然として厳しい経営環境が続くものと思われる。

　当社グループは、このような厳しい状況の下、顧客のニーズを的確にとらえた提案型の営業を展開するとともに、国

内、海外ともに新しい市場の開拓に努め、売上の確保、拡大に取り組んでいきたい。また、固定費削減を柱とした中期経

営計画を実行に移し、海外調達を含めた購買費用の削減や、経費の削減等に取り組み、コストダウンと生産性の向上を

図り、業績の回復に全力を傾注していく。

　また、企業の社会的責任を重視して、環境へ配慮した経営を行うとともに、コンプライアンス、リスク管理など内部統

制の強化を図っていきたいと考えている。

 

４【事業等のリスク】

　有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能

性のある事項には、以下のようなものがある。

　なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末において判断したものである。

(1)　工作機械関連事業について

①　工作機械（大型専用機）：主な需要先は自動車及び自動車部品業界であり、当社グループの主力製品は、自動車

部品の専用加工ラインであるため、自動車のモデルチェンジ等に伴うラインの更新時期に需要が集中し、売上高

は年度によりかなりの幅で変動する。このため、需要の少ない時期には当社グループの業績及び財務状況に悪影

響を及ぼす可能性がある。

②　工作機械（小型汎用機）：製品の供給先として、ＨＤＤ（ハード・ディスク・ドライブ）製造等のＩＴ業界に

対する依存度がかなり高く、同業界の設備投資需要の波は大きいため、売上高は年度によりかなりの幅で変動す

る。このため、需要の少ない時期には当社グループの業績及び財務状況に悪影響を及ぼす可能性がある。

(2)　特機事業について

　①　火器（防衛省向け小火器）：防衛省の装備品調達予算に全面的に依存しており、同予算が削減される場合に

は、当社グループの業績及び財務状況に悪影響を及ぼす可能性がある。

　②　火器（民間向け猟銃）：ほとんどを米国市場に依存しているため、同市場の需要が停滞する場合には、売上高

が減少するおそれがある。また、米ドル建の取引であるため、円高／ドル安に向かえば、当社グループの業績及び財

務状況に悪影響を及ぼす可能性がある。また、同製品の事故による製造物責任賠償については保険に加入している

が、賠償額を保険により十分にカバーできる保証はなく、重大な事故が発生した場合には、当社グループの業績及

び財務状況に悪影響を及ぼす可能性がある。

(3)　金属製建具事業について

　公共・民間のビル建設投資に需要が大きく左右され、売上高は年度によりかなりの幅で変動する。このため、需要

の少ない時期には当社グループの業績及び財務状況に悪影響を及ぼす可能性がある。

(4)　原材料等の価格上昇について

　原材料等の価格上昇によるコストアップを製品価格に十分に転嫁できない場合、もしくは社内でのコストダウン

でカバーできない場合には、当社グループの業績及び財務状況に悪影響を及ぼす可能性がある。

(5)　自然災害による影響について

　当社グループの製造は、ほとんどが愛知県の本社工場に集中しているため、同地域に大規模な地震・水害等の自

然災害が発生した場合には、復旧するまでは操業停止状態となり、生産能力が著しく低下し、当社グループの業績

及び財務状況に悪影響を及ぼす可能性がある。

(6)　土壌汚染による影響について

　当社グループが保有する土地につき、環境基準を超える有害物質による土壌汚染がある場合には、汚染拡散防止

等に要する環境安全対策費用が発生し、当社グループの業績及び財務状況に悪影響を及ぼす可能性がある。

(7)　退職給付費用及び退職給付債務について

　当社グループの年金資産の時価が下落した場合、当社グループの年金資産の運用利回りが予定を下回った場合、

又は退職給付債務を計算する前提となる割引率等に変更があった場合には、当社グループの業績及び財務状況に

悪影響を及ぼす可能性がある。また、年金制度の変更があった場合には、未認識の過去勤務費用が一時に発生する

可能性がある。

(8)　有価証券について

　当社グループは、金融資産として時価のある株式を多く保有している。このため、株価の下落は保有有価証券の資

産価値を減少させ、当社グループの業績及び財務状況に悪影響を及ぼす可能性がある。　　 
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(9)　景気後退の影響について

　昨年秋以降、景気が急速に悪化し設備投資需要が大幅に減少するなかで、当社グループは、平成21年3月期決算で2

期連続の赤字計上を余儀なくされ、平成22年3月期も大幅な減収となることが避けられない見通しである。

　　　 

５【経営上の重要な契約等】

　該当事項はない。

 

６【研究開発活動】

　当連結会計年度の研究開発活動は、新製品開発や従来製品の改良だけではなく、エコノミーやエコロジーという市場

の環境ニーズに適合した製品開発を主体に推進した。当連結会計年度に支出した研究開発費の総額は149百万円で

あった。

　事業の種類別セグメントの研究開発活動を示すと、次のとおりである。

　工作機械関連事業

　・工作機械関係

　　　高剛性かつ切粉処理に優れ、環境配慮設計を盛込んだクイルタイプの横形マシニングセンタを開発し、販売　を

開始した。

　・空油圧機器関係

　クーラント液の浸入を防止することによって給油間隔の延長を図った密閉型チャックのシリーズ開発を前連結

会計年度に引続き行った。

　　以上の研究開発費の金額は、69百万円であった。

　特機事業　

　・火器関係

　　　防衛省関連の基礎研究及び要素技術研究を主体に推進した。

　・清掃車両関係

　　　クリーンで環境に優しいバッテリタイプの産業用清掃機、ハイダンプ仕様の小型真空還流式路面清掃車の開発を

前連結会計年度に引続き行った。 

　　以上の研究開発費の金額は、27百万円であった。

　金属製建具事業

　防衛省向け住宅防音サッシの複層ガラス製品において、公的試験で断熱性能Ｈ１を取得した。また、可動防水板

の性能及び品質向上のための研究を行った。

　　研究開発費の金額は、11百万円であった。

　その他

　　　プリント基板の多層化により需要の高まっている内層基板用自動露光装置を開発し、香港ＨＫＰＣＡ２００８、蘇

州ＣＴＥＸ２００９、東京ＪＰＣＡ２００９へ出展した。

　　研究開発費の金額は、41百万円であった。
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７【財政状態及び経営成績の分析】

　文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末において判断したものである。

(1)　当連結会計年度の経営成績の分析

①　概要

　当連結会計年度の経営成績の概要については、第２「事業の状況」１「業績等の概要」 (1) 業績に記載したと

おりである。

②　売上高

　売上高は、景気後退が急速に進んだため、前連結会計年度に比べ7.7％減の275億6千万円となった。国内売上高

は、前連結会計年度に比べ3.0％減の205億8千万円となり、海外売上高は、前連結会計年度に比べ19.0％減の69億8

千万円となった。

　工作機械関連事業：汎用機、空油圧機器は国内、輸出ともに減少したものの、当連結会計年度前半までの受注増

により専用機の売上が増加し、工作機械関連事業全体の売上高は、前連結会計年度に比べ0.3％増の134億7千万円

となった。

　特機事業：火器は防衛省向けがほぼ横ばいであったものの、米国向け猟銃が減少し、建機は公共事業費の削減な

どにより建設機械が減少したものの、清掃車両が増加したため、特機事業全体の売上高は、前連結会計年度に比べ

6.0％減の63億1千万円となった。

　金属製建具事業：防音サッシが増加したものの、景気後退の影響による建築・不動産関連の不振から一般サッ

シが減少し、売上高は、前連結会計年度に比べ14.9％減の44億7千万円となった。

　その他：電子機械、鉄鋼は増加したものの、連結子会社の西部産業㈱解散に伴い、水産機の売上がなくなったこ

となどにより、その他全体の売上高は、前連結会計年度に比べ25.6％減の32億9千万円となった。

③　営業利益

減収による利益減に加え、操業度の低下などにより、営業損失は、前連結会計年度の1億1千万円から5億6千万円

に拡大した。

　工作機械関連事業：操業度低下によるコストアップなどにより、営業利益は、前連結会計年度の2千万円に対し、

6億1千万円の営業損失となった。

　特機事業：減収となったものの固定費削減効果などにより、営業損失は、前連結会計年度の4千万円から3千万円

に縮小した。

　金属製建具事業：固定費削減効果などにより、営業損失は、前連結会計年度の3億4千万円から1億6千万円に縮小

した。

　その他：営業利益は、前連結会計年度とほぼ横ばいの2億5千万円となった。

④　営業外収益（費用）

　　営業外収益（費用）は、デリバティブ評価損が1億6千万円増加し、受取配当金が2千万円増加したことなどによ

り、前連結会計年度の2億円の費用（純額）から3億3千万円の費用（純額）となり、1億2千万円損益が悪化した。

　⑤　経常利益

　　営業損失は、4億4千万円拡大し、5億6千万円となった。営業外損益が1億2千万円悪化したため、経常損失は、前連

結会計年度の3億2千万円から5億7千万円拡大し、8億9千万円となった。

　⑥　特別利益

　　特別利益は、前連結会計年度の固定資産売却益等による2億4千万円から関係会社清算益等による1億8千万円と

なり、6千万円減少した。特別損失は、前連結会計年度の子会社整理損失等による2億7千万円から投資有価証券評

価損等による2億7千万円となり、横ばいとなった。これらの結果、特別損益純額では、前連結会計年度の3千万円

の損失から9千万円の損失となり、6千万円悪化した。

　⑦　税金等調整前当期純利益

　　経常損失は、5億7千万円拡大し、8億9千万円となった。特別損益が6千万円悪化したため、税金等調整前当期純損

失は、前連結会計年度の3億5千万円から6億3千万円拡大し、9億8千万円となった。

⑧　法人税等・少数株主利益　

　　法人税等は、前連結会計年度に比べ5千万円減の7千万円となった。少数株主利益は、前連結会計年度に比べ、1千

万円減少した。

　⑨　当期純利益

　　当期純損失は、前連結会計年度の5億3千万円から5億6千万円拡大し、10億9千万円となった。1株当たり当期純損

失は、前連結会計年度の4.23円から8.71円となった。
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（2）資金の流動性についての分析

　　営業活動によるキャッシュフローは、前連結会計年度が24億円の資金の増加であったのに対し、当連結会計年度

は2億5千万円の資金の減少となった。

　　これは、減価償却費（11億8千万円）、売上債権の減少（29億7千万円）などによる資金増加に対して、税金等調整

前当期純損失（9億8千万円）、仕入債務の減少（29億1千万円）、その他流動負債の減少（6億8千万円）などの資

金減少が上回ったことなどが主たる要因である。

　  投資活動によるキャッシュフローは、前連結会計年度が3億8千万円の資金の減少であったのに対し、当連結会計

年度は11億4千万円の資金の減少となった。これは、前連結会計年度に引続き、設備の更新投資を積極的に行った

結果、有形固定資産の取得による支出が増加したことなどが主たる要因である。

　  財務活動によるキャッシュフローは、前連結会計年度が3億8千万円の資金の減少であったのに対して、当連結会

計年度は1億6千万円の資金の減少となった。これは、配当金支払（1億8千万円）などが主たる要因である。

(3) 経営の現状と見通し

　　　　　当社グループは、平成21年3月期で2期連続の赤字を計上し、平成21年度も大幅な減収となることが避けられない見通

しである。このような厳しい経営環境が当面継続するという認識のもとに、当社は、平成21年度を初年度とする

3ヶ年の中期経営計画を策定した。固定費削減を柱とする構造改革を実施し、損益分岐点を大幅に引下げ、現下の

厳しい環境にも耐え得る強固な企業体質の構築を目指す。具体的施策として、次のことを実施していく予定であ

る。

　        ①固定費の削減として、有期契約社員及び正社員の削減と、役員報酬・給与カット並びに賞与の削減により人件

費を大幅に削減する。

　        ②金属製建具事業につき、防衛省向け防音サッシを柱とし、一部の特殊製品を除く一般ビル用サッシについては

撤退する。

　        ③利益阻害要因となる不具合などの削減、作業効率の改善・調達価格の低減などにより、製造原価の低減を図

る。

　        ④保有不動産の一部を売却する。また、本社工場等の有効活用について、コンサルを導入して検討を進める。

　        ⑤経営の迅速化、効率化と業務執行の充実を目的として執行役員制度を導入すると同時に、年功的で報酬の後払

い的要素が強い役員退職慰労金制度を廃止する。

　　　　　各セグメントの状況は次のとおりである。 　　

（工作機械関連事業）

　　　　主力の専用工作機械は、年度後半以降の自動車業界の設備投資計画の延期・凍結の動きから、当連結会計年度の受

注高は前連結会計年度に比べ大幅に減少した。今後についても、自動車業界の設備投資需要は早期には回復しな

いものと見ており、専用工作機械の引合いも暫くは低迷する見通しである。

　　　　汎用工作機械についても、年度後半から国内・シンガポール市場向けともに激減し、当連結会計年度の受注高は前

連結会計年度に比べ大幅に減少した。今後については、暫くは底這い状態が継続し、平成21年度後半以降、シンガ

ポール市場を中心に徐々に回復してくる見通しである。

　　　　空油圧機器についても、年度後半からチャック・シリンダともに激減し、当連結会計年度の受注高は前連結会計年

度に比べ大幅に減少した。今後については、暫くは底這い状態が継続し、平成21年度後半以降、徐々に回復してく

る見通しである。

　当社グループの経営においては、工作機械関連事業を中核と位置づけており、今後とも経営資源を集中し、「高

生産性」「低価格」「短納期」といった顧客の基本的なニーズに対応すべく、新製品の開発、既存製品の改良及

びコストダウン、生産方法の合理化などを継続的に行うことにより、受注の拡大を図っていく方針である。

（特機事業）

　　　　火器については、当連結会計年度は米国向け猟銃が減少したものの、防衛省向け小銃の2年分一括受注などにより、

前連結会計年度に比べ受注高は大幅に増加した。今後については、米国向け猟銃の在庫調整が一巡したことから

需要は緩やかな回復が見込まれ、防衛省向けも堅調に推移する見通しである。

　建設機械・清掃車両については、当連結会計年度は公共事業費の削減により建設機械が低迷したものの、清掃車

両が堅調に推移し、受注高は増加した。今後は景気後退から国内での受注は減少する見通しであるため、現地清掃

機メーカーとの業務提携による中国市場への進出を積極的に進めるとともに、既存製品の改良及びコストダウ

ン、生産方法の合理化などを継続的に行うことにより収益性の向上を図っていく方針である。
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（金属製建具事業）

　　　　金属製建具については、当連結会計年度は防音サッシの受注は増加したが、ビル用一般サッシの需要が低迷し、前連

結会計年度に比べ受注高は減少した。

  今後については、防衛省向け防音サッシを柱とし、一部の特殊製品を除く一般ビル用サッシから撤退する方針

であるため、防衛省向け防音サッシについては同業他社へのOEM供給を増やすことで市場占有率を高めていきた

いと考えている。また、最少人員での生産効率化を追求していくことなどにより収益性の向上を図っていく方針

である。

（その他）

　電子機械については、主として露光機、セラミックグリーンシート関連装置を中心に受注拡大を目指している。

電子機械の顧客層である電子部品業界は長期的には成長が期待できるため、着実に受注を伸ばすことで事業規模

の拡大を図っていく方針である。当連結会計年度は、露光機、セラミックグリーンシート関連装置の受注が低迷

し、前連結会計年度に比べ受注高は激減した。今後については、内層板用露光機、セラミックグリーンシート関連

装置など自社開発製品の販売に注力して行く方針である。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当社グループ（当社及び連結子会社）は、更新を主体に総額1,358百万円の設備投資を行った。

事業の種類別セグメ
ントの名称

事業分野
設備投資額
（百万円）

設備の内容 目的

工作機械関連事業 　工作機械及び空油圧機器 1,038
　工作機械及び空油圧機器製

造設備
更新　

特機事業 　火器 151 　火器製造設備 更新　

 　その他 30 － －　

 計 182 － －

金属製建具事業 　金属製建具 79 　金属製建具製造設備 更新　

その他 　その他 58 － －　

合計 － 1,358 － －

　（注）　上記の金額には、消費税等は含まれていない。

 

２【主要な設備の状況】

(1)　提出会社

 （平成21年3月31日現在）

事業所名 所在地

事業の種
類別セグ
メントの
名称

設備の内容

帳簿価額（百万円）
従業員
数(名)

建物及
び構築
物

機械装
置及び
運搬具

工具、器
具及び
備品

土地
(面積
㎡)

リース
資産

合計

本社工場
愛知県

清須市

工作機械

関連事業、

特機事業、

金属製建

具事業、そ

の他

工作機

械、火器、

金属製建

具等製造

設備

2,4212,244 142
85

(234,382)
210 5,1031,271

東京、大阪

事務所、独

身寮等

－ その他
厚生施設

等
749 8 4

1,071

(170,692)
－ 1,83338

合計 － － － 3,1702,252 146
1,156

(405,074)
210 6,9361,309

　（注）１．本社工場136㎡及び厚生会館他1,472㎡は連結会社以外からの借地であり、上記土地の面積に含まれている。

２．「本社工場」の土地の面積中、5,581㎡及び「東京、大阪事務所、独身寮等」の土地の面積中、49,179㎡は連結

会社以外へ賃貸している。

３．上記の他、連結会社以外からのコンピュータ関連機器の賃借の内容は次のとおりである。

事業所名
（所在地）

事業の種類別
セグメントの名称

設備の内容 リース期間
年間リース料
（百万円）

リース契約残高
（百万円）

本社工場

（愛知県清須市）

工作機械関連事業、特機事業、

金属製建具事業、その他

コンピュータ関

連機器
4年又は5年 81 268

４．上記の金額には、消費税等は含まれていない。

 

EDINET提出書類

豊和工業株式会社(E01515)

有価証券報告書

15/91



(2)　国内子会社

 （平成21年3月31日現在）

事業所名 所在地

事業の種
類別セグ
メントの
名称

設備の内容

帳簿価額（百万円）
従業員
数(名)

建物及
び構築
物

機械装
置及び
運搬具

工具、器
具及び
備品

土地
(面積
㎡)

リース
資産

合計

中日運送㈱
愛知県

清須市

工作機械

関連事業、

特機事業、

金属製建

具事業、そ

の他

荷造及び

輸送設備
109 90 10

114

(19,293)
6 330 100

豊友物産㈱ 同上 同上 建物ほか 0 0 0
53

(2,803)
－ 53 23

㈱豊苑 同上 その他 運搬具 3 4 0
－

(－)
－ 7 9

　（注）１．中日運送㈱は、連結会社以外からの借地1,570㎡があり、上記土地の面積に含まれている。又、建物の一部296㎡

及び土地の面積中3,059㎡は連結会社以外へ賃貸している。

２．上記の他、コンピュータ関連機器を連結会社以外から賃借している。

３．上記の金額には、消費税等は含まれていない。

(3)　在外子会社

 （平成21年3月31日現在）

会社名 所在地

事業の種
類別セグ
メントの
名称

設備の内容

帳簿価額（百万円）
従業員
数(名)

建物及
び構築
物

機械装
置及び
運搬具

工具、器
具及び
備品

土地
(面積
㎡)

リース
資産

合計

ホーワマシ

ナリーシン

ガポール㈱

シンガ

ポール

工作機械

関連事業
運搬具 － － 0

－

(－)
－ 0 6

　（注）　上記の金額には、消費税等は含まれていない。
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３【設備の新設、除却等の計画】

(1)　重要な設備の新設等

現在実施中の設備計画は次のとおりである。なお、設備完成後の生産能力の増加は僅少である。

会社名 事業所名 所在地

事業の種
類別セグ
メントの
名称

設備の内容

投資予定額
資金調
達方法

着手年月 完了予定年月 目的総額
（百万円)

既支払額
（百万円)

 提出

会社

本社工場
愛知県

清須市 

工作機械

関連事業

　工作機械及

び空油圧

機器製造

設備 

64 －  借入金  平成21年4月平成21年9月  更新

 特機事業
  火器製造 

設備
37 －  〃 〃  〃  〃 

 特機事業、

金属製建

具事業、そ

の他

その他 65 －  〃  〃  〃 －

計  －  －  － 167 －  －  － －  －

 中日

運送

㈱

  －
愛知県

清須市

工作機械

関連事

業、特機

事業、金

属製建具

事業、そ

の他

  運搬具 30 －
自己資

金
 平成21年4月平成21年9月 更新

合計  －  － － 198 －  －  － －  － 

　（注）　上記の金額には消費税等は含まれていない。

(2)　重要な設備の除却等

経常的な設備の更新のための除却等を除き、重要な設備の除却等の計画はない。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 400,000,000

計 400,000,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

(株)
(平成21年3月31日現在)

提出日現在発行数(株)
(平成21年6月25日現在)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内　　容

普通株式 125,481,348 125,481,348
東京・名古屋各証券取

引所市場第一部

単元株式数1,000株であ

る。

計 125,481,348 125,481,348 ― ―

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はない。

 

（３）【ライツプランの内容】

該当事項はない。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数増

減数（株）

発行済株式総数残

高（株）

資本金増減額

（百万円）

資本金残高

（百万円）

資本準備金増減

額（百万円）

資本準備金残高

（百万円）

平成15年4月1日～

平成16年3月31日
　　　      －       125,481,348　         － 　　     9,019 　    △2,410       　1,563

（注）平成15年6月27日（株主総会承認日）に資本の欠損のてん補に充当する目的で取崩しを行ったことによる減少で

ある。 

 

（５）【所有者別状況】

　 （平成21年3月31日現在）

区分

株式の状況（１単元の株式数1,000株） 単元未満株
式の状況
(株)

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等 個人
その他

計
個人以外 個人

株 主 数

（人）
－ 32 42 203 38 6 13,10813,429 －　

所有株式数

（単元）
－ 38,667 1,050 12,578 2,318 30 70,072124,715766,348

所有株式数の

割合(％)
－ 31.00 0.84 10.09 1.86 0.02 56.19 100.00 －　

　（注）自己株式は「個人その他」に128単元及び「単元未満株式の状況」に610株含まれている。
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（６）【大株主の状況】

　 （平成21年3月31日現在）

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

日本トラスティ・サービス信託銀

行株式会社
東京都中央区晴海一丁目8の11 8,908 7.09

日本生命保険相互会社 大阪府中央区今橋三丁目5の12 6,173 4.91

株式会社みずほコーポレート銀行 東京都千代田区丸の内一丁目3の3 5,760 4.59

日本興亜損害保険株式会社 東京都千代田区霞が関三丁目7の3 4,269 3.40

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目7の1 3,586 2.85

豊和工業従業員持株会 愛知県清須市須ヶ口1900の1 2,537 2.02

豊和工業協力グループ持株会 愛知県清須市須ケ口1900の1 2,116 1.68

日本マスタートラスト信託銀行株

式会社
東京都港区浜松町二丁目11の3 1,994 1.58

第一生命保険相互会社 東京都千代田区有楽町一丁目13の1 1,911 1.52

株式会社小松製作所 東京都港区赤坂二丁目3の6 1,737 1.38

計 － 38,994 31.08

（注）１．所有株式数は千株未満を切り捨てて表示している。

２．上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりである。

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社　　　8,908千株

日本マスタートラスト信託銀行株式会社　　　　　1,994千株

３．日本生命保険相互会社及びその共同保有者であるニッセイアセットマネジメント株式会社から平成18年2月14

日付で提出された大量保有報告書により、平成18年1月31日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けて

いるが、当社として当事業年度末時点における実質所有株式数の確認ができないので、株主名簿上の保有株式数

を上記大株主の状況に記載している。

なお、当該大量保有報告書の内容は次のとおりである。

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

日本生命保険相互会社 大阪市中央区今橋三丁目5の12 6,173 4.91

ニッセイアセットマネジメント

株式会社
東京都千代田区丸の内一丁目6の6 139 0.11

計 － 6,312 5.03

４．株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行及びその共同保有者である三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社、三菱ＵＦＪ証券株式会

社、三菱ＵＦＪ投信株式会社から平成18年8月15日付で提出された大量保有報告書に係る変更報告書により、平成

18年7月31日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けているが、当社として当事業年度末時点における実

質所有株式数の確認ができないので、株主名簿上の保有株式数を上記大株主の状況に記載している。

なお、当該大量保有報告書の変更報告書の内容は次のとおりである。
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氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目7の1 3,586 2.85

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目4の5 2,027 1.61

三菱ＵＦＪ証券株式会社 東京都千代田区丸の内二丁目4の1 11 0.00

三菱ＵＦＪ投信株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目4の5 188 0.14

計 － 5,812 4.63

５．株式会社みずほコーポレート銀行及びその共同保有者であるみずほ信託銀行株式会社から平成19年1月22日

付で提出された大量保有報告書に係る変更報告書により、平成19年1月15日現在で以下の株式を所有している

旨の報告を受けているが、当社として当事業年度末時点における実質所有株式数の確認ができないので、株主

名簿上の保有株式数を上記大株主の状況に記載している。

なお、当該大量保有報告書の変更報告書の内容は次のとおりである。

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社みずほコーポレート銀行 東京都千代田区丸の内一丁目3の3 5,760 4.59

みずほ信託銀行株式会社 東京都中央区八重洲一丁目2の1 1,103 0.87

計 － 6,863 5.46

 

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 （平成21年3月31日現在）

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

―
単元株式数1,000株であ

る。普通株式 128,000

完全議決権株式（その他） 普通株式 124,587,000 124,587 同　上

単元未満株式 普通株式 766,348 ― ―

発行済株式総数  125,481,348 ― ―

総株主の議決権 ― 124,587 ―

　（注）「単元未満株式」欄の普通株式には、㈱永井鉄工所所有の相互保有株式500株、当社所有の自己株式610株が含まれ

ている。

 

②【自己株式等】

 （平成21年3月31日現在）

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

豊和工業株式会社

愛知県清須市須ケ口

1900番地１
128,000 － 128,000 0.10

計 ― 128,000 － 128,000 0.10

 

（８）【ストックオプション制度の内容】

該当事項はない。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第7号に該当する普通株式の取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はない。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はない。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（百万円）

当事業年度における取得自己株式 22,326 1

当期間における取得自己株式 2,300 0

　（注）　当期間における取得自己株式には、平成21年6月1日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りによ

る株式は含まれていない。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分
当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（百万円）

株式数（株）
処分価額の総額
（百万円）

引き受ける者の募集を行った取得自

己株式
－ － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転

を行った取得自己株式
－ － － －

その他                 

（単元未満株式の売渡請求による売

渡）
16,707 1 2,278 0

保有自己株式数 128,610 － 128,632 －

　（注）　当期間における保有自己株式数には、平成21年6月1日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りに

よる株式は含まれていない。

 

３【配当政策】

　当社は、工作機械、金属製建具などを中心に受注生産を行っており、国内外の景気変動などによる設備投資動向に受

注が左右され、業績は年によってかなりの幅で変動するため、中長期的な観点から安定的、継続的な配当の維持を基本

方針としている。

　当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としている。これらの剰余金の配当の決

定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会である。

　当期は、景気が急速に悪化したことによる売上の減少、受注減少による工場操業度の低下などにより、経常損失と

なった。また、関係会社清算益などの特別利益を計上したものの、投資有価証券評価損などの特別損失を計上した結

果、当期純損失となった。従って、利益配当については、中間配当、期末配当ともに見送り、無配とした。

　　当社は、「取締役会の決議によって、毎年9月30日を基準日として中間配当を行うことができる。」旨を定款に定め

ている。
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４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第１６７期 第１６８期 第１６９期 第１７０期 第１７１期
決算年月 平成17年3月 平成18年3月 平成19年3月 平成20年3月 平成21年3月

最高（円） 163 286 274 166 120

最低（円） 105 125 145 65 43

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所の市場第一部におけるものである。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成20年10月 11月 12月 平成21年1月 2月 3月

最高（円） 74 69 74 70 60 61

最低（円） 46 52 59 59 44 43

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所の市場第一部におけるものである。
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５【役員の状況】
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 所有株数
(千株)

代表取締役 社長 坂野和秀 昭和24年11月 5日生

昭和49年 3月当社へ入社

(注)2 73

平成14年 1月総務経理部経理担当部長
〃 15年 6月取締役総務部門長兼経理部長

兼企画室長
〃 16年 7月取締役総務部門長兼経理部長
〃 17年 6月常務取締役総務部門長兼経理

部長
〃 20年 4月代表取締役社長（現）

常務取締役

事業部門
長兼特機
事業部長
兼火器担
当部長

西澤　章 昭和21年 1月16日生

昭和43年 9月当社へ入社

(注)2 32

平成 7年 7月東京事務所長
〃　8年 7月人事部主幹
〃 11年 5月機械事業部繊維機械担当部長
〃 11年 6月取締役機械事業部繊維機械担

当部長
〃 14年 7月取締役機械事業部部長
〃 15年 6月取締役機械事業部産業機器担

当部長兼新規事業推進室長
〃 16年 5月取締役機械事業部長代理
〃 17年 6月常務取締役機械事業部長兼新

事業推進事業部管掌
〃 19年 6月

 
 

〃 20年 4月

常務取締役特機事業部長兼火
器担当部長兼新事業推進事業
部管掌
常務取締役事業部門長兼特機
事業部長兼火器担当部長兼新
事業推進事業部管掌

〃 20年 6月常務取締役事業部門長兼特機
事業部長兼火器担当部長
（現）

常務取締役

技術部門
長兼開発
部長兼情
報システ
ム室長

真壁達雄 昭和26年 5月26日生

昭和49年 3月当社へ入社

(注)2 21

平成14年 7月機械事業部部長（設計グルー
プ）

〃 15年 6月取締役機械事業部設計担当部
長

〃 16年 5月取締役新事業推進事業部設計
開発担当部長兼機械事業部設
計開発担当部長

〃 16年 7月取締役新事業推進事業部設計
開発担当部長

〃 17年 6月取締役新事業推進事業部長
〃 19年 6月常務取締役技術部門長兼開発

部長
〃 20年 6月常務取締役技術部門長兼開発

部長兼情報システム室長
（現）

取　締　役
機械事業
部長

塚本高広 昭和29年 7月27日生

昭和53年11月当社へ入社

(注)2 17

平成15年 6月機械事業部営業グループ部長
〃 15年12月ホーワマシナリーシンガポー

ル株式会社取締役社長(現)
〃 16年 5月機械事業部工作機械グループ

部長
〃 17年 6月取締役機械事業部工作機械グ

ループ営業担当部長
〃 19年 6月取締役機械事業部長(現)

 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 所有株数
(千株)

取　締　役

総務部門
長兼総務
部長兼人
事部長

石原啓充 昭和34年 1月15日生

昭和56年 4月当社へ入社

(注)2 18

平成15年 6月人事部長
〃 19年 6月
〃 20年 4月

取締役人事部長　　　　　　　取締役
総務部門長兼人事部長

〃 20年 6月取締役総務部門長兼総務部長
兼人事部長（現）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 所有株数
(千株)

常勤監査役 － 野田孝誌 昭和26年 3月24日生

昭和48年 3月当社へ入社

(注)3 23
平成14年 1月総務経理部総務担当部長
〃 15年 6月
 〃 16年 6月

総務部長
常勤監査役(現)

常勤監査役 － 近藤吉美 昭和25年 3月13日生

昭和47年 3月当社へ入社

(注)3 16
平成16年 7月総務部長
〃 18年 6月総務部長兼秘書部長
〃 20年 6月常勤監査役(現)

監　査　役 － 佐治良三 大正11年12月 3日生

昭和24年 6月弁護士登録

(注)3 5 佐治法律事務所開設
平成 7年 6月当社監査役(現)

監　査　役 － 岡谷篤一 昭和19年 5月14日生

昭和57年 5月岡谷鋼機㈱取締役

(注)3 7
平成 2年 5月岡谷鋼機㈱代表取締役社長

(現)
〃　8年 6月当社監査役(現)

計 212

　（注）１．監査役 佐治良三、監査役 岡谷篤一の両氏は会社法第２条第16号に定める社外監査役である。 

２．取締役の任期は、平成21年3月期に係る定時株主総会終結の時から平成23年3月期に係る定時株主総会終結の

時までである。

３．監査役の任期は、平成20年3月期に係る定時株主総会終結の時から平成24年3月期に係る定時株主総会終結の

時までである。 

４．経営の迅速化、効率化と業務執行の充実を目的として、平成21年５月15日開催の取締役会において、執行役　

員制度の導入を決定した。執行役員は、以下の５名である。 

 役名  氏名  職名

  加藤明治  特機事業部建機担当部長

  萩原友之  機械事業部工機設計グループ部長

 執行役員  吉田匡宏  機械事業部生産グループ部長

  野嵜憲道  新事業推進事業部長

  牧野康二  経理部長

 

５．当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第２項に定める補欠監査役

１名を選任している。

補欠監査役の略歴は次のとおりである。

氏名 生年月日 略歴 任期 所有株数(千株)

太田耕治 昭和6年6月10日生

昭和35年 4月弁護士登録

(注) 10
 佐治法律事務所入所

昭和42年 4月太田耕治法律事務所開設

平成 3年 6月太田・渡辺法律事務所開設

　（注）　補欠監査役の任期は、就任した時から退任した監査役の任期の満了の時までである。
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

＜コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方＞

　当社は、経営全般にわたり法令を遵守し、迅速かつ的確な意思決定と執行を図るとともに、透明性を確保することが

重要課題であると認識している。

(1) 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等

　業務執行に関する重要事項については、取締役会において意思決定を行っており、また、意思決定の迅速化を図る

ため、常務以上の役付取締役で構成する常務会を開催し、経営の重要案件を審議している。取締役会は、隔月に１回

の割合で定例会を開催するほか、議案毎に随時開催し、常務会は、毎月２回の定例会を開催するほか、案件毎に随時

開催している。

　また、当社は監査役制度を採用している。現在、監査役会は監査役４名で構成されており、うち２名が社外監査役で

ある。監査役は、取締役会、常務会、その他の重要会議に出席し、取締役の職務遂行状況について法令遵守及び企業倫

理の観点からも充分な監査を継続的に行っている。また、子会社に対する往査を実施するほか、会計監査人との意見

交換会を定期的に開催している。

　内部統制面については、事業活動における法令遵守、業務の適正性及び効率性を確保するため、内部監査規程、コン

プライアンス規程、行動基準などの社内規程類の運用、整備に取り組んでいる。また、内部監査を適正かつ円滑に実

施するために、内部監査委員会（16名）を設置しており、一定の基準に従って、他社との業務契約、販売及び仕入取

引についての事前審査等を行っている。さらに、法令及び社内規程類に違反する行為の内部通報システムとして、内

部監査委員会の中に通報・相談窓口を設けている。内部監査委員会は、実施した内部監査の結果及び内部通報制度

による通報の状況を定期的に監査役に報告している。監査役は、会計監査人と定期的に情報の交換を行い連携を

図っていくとともに、内部監査委員会に対して、必要な調査・報告を要請している。
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　当社の会計監査業務を執行した公認会計士は遠島敏行氏（継続監査年数：18年）、楯泰治氏、玉置浩一氏であり、

栄監査法人に所属している。また、同監査業務に係る補助者は、公認会計士６名である。      

　当社の社外監査役である佐治良三氏は、弁護士であり、当社との間には利害関係はない。

　当社の社外監査役である岡谷篤一氏は、岡谷鋼機株式会社の代表取締役を兼務しており、当社は同社との間で、部

品仕入、製品販売などの取引関係がある。

(2) リスク管理体制の整備の状況

　当社は、コンプライアンス、情報セキュリティ、品質、環境、輸出管理及び災害等に係るリスクの予防・管理を行う

ため、「リスク管理規程」を制定するとともに、リスク管理委員会を設置してリスク管理体制を構築している。

(3) 役員報酬の内容

    当事業年度における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬は、以下のとおりである。

　　　　　取締役に支払った報酬　　121百万円

　　　　　監査役に支払った報酬　　 29百万円　（うち社外監査役　2名　8百万円）

 

(4) 責任限定契約の内容の概要

　当社と社外監査役は、会社法第427条第1項の規定に基づき、同法第423条第1項の損害賠償責任を限定する契約を締

結している。

　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、480万円又は法令に定める額のいずれか高い額としている。

(5) 取締役の定数

　当社は、取締役の定数を定款に定めている。平成21年6月25日開催の第171期定時株主総会決議により定款の一部を

変更し、取締役の員数を12名以内から7名以内に変更した。これは、経営の迅速化、効率化と業務執行の充実を目的と

して、平成21年5月15日開催の取締役会において導入を決定した執行役員制度により、取締役の員数が減少するため

である。

 

(6) 取締役の選任の決議要件

　当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が

出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めている。

(7) 株主総会の特別決議要件

　当社は、会社法第309条第2項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主の議

決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めている。これは、

株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするもので

ある。
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　　(8) 株主総会決議事項を取締役会で決議することができる事項及びその理由

　 　　①　自己株式の取得

　　　　　当社は、会社法第165条第2項の規定により、取締役会の決議によって自己の株式を取得することができる旨定款に

定めている。これは、経営環境の変化に対応して、資本政策を機動的に実施することを目的とするものである。

　　　②　取締役の責任免除

　　　　　当社は、会社法第426条第1項の規定により、任務を怠ったことによる取締役（取締役であった者を含む）の損害賠

償責任を、法令の限度において、取締役会の決議によって免除することができる旨定款に定めている。これは、取

締役が期待される役割を十分に発揮できるよう、取締役の責任を軽減することを目的とするものである。

　　　③　監査役の責任免除

　　　　　当社は、会社法第426条第1項の規定により、任務を怠ったことによる監査役（監査役であった者を含む）の損害賠

償責任を、法令の限度において、取締役会の決議によって免除することができる旨定款に定めている。これは、監

査役が期待される役割を十分に発揮できるよう、監査役の責任を軽減することを目的とするものである。

　　 　④　会計監査人の責任免除

　     　 当社は、会社法第426条第1項の規定により、任務を怠ったことによる会計監査人（会計監査人であった者を含

む）の 損害賠償責任を、法令の限度において、取締役会の決議によって免除することができる旨定款に定めて

いる。これは、会計監査人が期待される役割を十分に発揮できるよう、会計監査人の責任を軽減することを目的

とするものである。

    　⑤　中間配当の決定機関

　      　当社は、取締役の決議によって、中間配当を行うことができる旨定款に定めている。これは、株主への利益還元を

機動的に実施することを目的とするものである。

 

（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分
前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

提出会社 － － 33 －

連結子会社 － － － －

計 － － 33 －

 

②【その他重要な報酬の内容】

　該当事項はない。

 

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

　該当事項はない。

  

      ④【監査報酬の決定方針】

　　　　　該当事項はない。 
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

（１）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成している。

なお、前連結会計年度（平成19年4月1日から平成20年3月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、当

連結会計年度（平成20年4月1日から平成21年3月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成して

いる。

（２）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成している。

なお、前事業年度（平成19年4月1日から平成20年3月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業年

度（平成20年4月1日から平成21年3月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成している。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度（平成19年4月1日から平成20年3月31日

まで）及び当連結会計年度（平成20年4月1日から平成21年3月31日まで）の連結財務諸表並びに前事業年度（平成19

年4月1日から平成20年3月31日まで）及び当事業年度（平成20年4月1日から平成21年3月31日まで）の財務諸表につ

いて、栄監査法人により監査を受けている。
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１【連結財務諸表等】
（１）【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成20年３月31日)

当連結会計年度
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 ※2
 4,057

※2
 3,997

受取手形及び売掛金 ※2
 12,927

※2
 9,951

有価証券 1,806 －

たな卸資産 4,456 －

商品及び製品 － 441

仕掛品 － 3,132

原材料及び貯蔵品 － 279

繰延税金資産 36 17

その他 407 555

貸倒引当金 △159 △13

流動資産合計 23,533 18,363

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 12,212 12,217

減価償却累計額 ※3
 △8,777 △8,939

建物及び構築物（純額） 3,435 3,278

機械装置及び運搬具 11,927 12,871

減価償却累計額 ※3
 △9,945

※3
 △10,530

機械装置及び運搬具（純額） 1,982 2,341

工具、器具及び備品 1,752 1,776

減価償却累計額 △1,567 △1,620

工具、器具及び備品（純額） 185 156

土地 877 853

リース資産 － 245

減価償却累計額 － △28

リース資産（純額） － 216

建設仮勘定 18 12

有形固定資産合計 ※2
 6,498

※2
 6,858

無形固定資産

その他 39 30

無形固定資産合計 39 30

投資その他の資産

投資有価証券 ※1, ※2
 7,837

※1, ※2
 4,314

繰延税金資産 68 77

その他 982 914

貸倒引当金 △5 △39

投資その他の資産合計 8,883 5,267

固定資産合計 15,421 12,156

資産合計 38,954 30,519
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成20年３月31日)

当連結会計年度
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 6,005 3,087

短期借入金 ※2
 3,713

※2
 3,920

1年内償還予定の社債 271 251

未払金 712 157

リース債務 － 51

未払費用 1,091 839

未払法人税等 98 56

未払消費税等 176 118

繰延税金負債 0 2

賞与引当金 598 273

役員賞与引当金 7 7

その他 271 110

流動負債合計 12,945 8,875

固定負債

社債 623 372

長期借入金 ※2
 3,602

※2
 3,982

リース債務 － 176

繰延税金負債 2,196 827

退職給付引当金 2,153 2,180

役員退職慰労引当金 539 580

環境安全対策引当金 109 140

長期前受収益 196 －

その他 ※2
 320

※2
 343

固定負債合計 9,742 8,604

負債合計 22,688 17,479

純資産の部

株主資本

資本金 9,019 9,019

資本剰余金 1,565 1,564

利益剰余金 2,502 1,222

自己株式 △14 △14

株主資本合計 13,072 11,792

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 3,123 1,161

繰延ヘッジ損益 － 0

為替換算調整勘定 △17 △17

評価・換算差額等合計 3,105 1,144

少数株主持分 87 102

純資産合計 16,266 13,039

負債純資産合計 38,954 30,519
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②【連結損益計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

売上高 29,852 27,567

売上原価 ※6
 25,399

※6 ※7
 23,924

売上総利益 4,452 3,643

販売費及び一般管理費 ※1 ※6
 4,566

※1 ※6
 4,203

営業損失（△） △113 △560

営業外収益

受取利息 17 15

受取配当金 158 181

有価証券売却益 25 0

受取保険金 36 44

雑収入 111 109

営業外収益合計 349 350

営業外費用

支払利息 184 198

たな卸資産廃棄損 19 －

保険料 55 47

たな卸資産評価損 11 －

固定資産処分損 20 －

持分法による投資損失 2 －

デリバティブ評価損 － 160

雑損失 263 274

営業外費用合計 556 680

経常損失（△） △320 △890

特別利益

固定資産売却益 ※2
 161

※2
 10

投資有価証券売却益 82 －

貸倒引当金戻入額 － 29

関係会社清算益 － ※3
 140

特別利益合計 244 180

特別損失

前期損益修正損 － 43

子会社整理損 ※4
 172 －

役員退職慰労引当金繰入額 86 －

環境安全対策引当金繰入額 － 31

貸倒引当金繰入額 － 10

投資有価証券評価損 － 162

固定資産処分損 ※5
 16

※5
 27

特別損失合計 275 275

税金等調整前当期純損失（△） △351 △985

法人税、住民税及び事業税 104 68

法人税等調整額 31 7

法人税等合計 135 76

少数株主利益 43 29

当期純損失（△） △530 △1,091
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 9,019 9,019

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 9,019 9,019

資本剰余金

前期末残高 1,565 1,565

当期変動額

自己株式の処分 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 1,565 1,564

利益剰余金

前期末残高 3,968 2,502

当期変動額

剰余金の配当 △313 △188

当期純損失（△） △530 △1,091

持分法の適用範囲の変動 △622 －

当期変動額合計 △1,466 △1,279

当期末残高 2,502 1,222

自己株式

前期末残高 △16 △14

当期変動額

自己株式の取得 △1 △1

自己株式の処分 0 1

持分法適用会社に対する持分変動に伴う
自己株式の増減

2 －

当期変動額合計 1 0

当期末残高 △14 △14

株主資本合計

前期末残高 14,537 13,072

当期変動額

剰余金の配当 △313 △188

当期純損失（△） △530 △1,091

自己株式の取得 △1 △1

自己株式の処分 0 1

持分法の適用範囲の変動 △622 －

持分法適用会社に対する持分変動に伴う
自己株式の増減

2 －

当期変動額合計 △1,464 △1,280

当期末残高 13,072 11,792
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 5,385 3,123

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△2,262 △1,961

当期変動額合計 △2,262 △1,961

当期末残高 3,123 1,161

繰延ヘッジ損益

前期末残高 － －

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

－ 0

当期変動額合計 － 0

当期末残高 － 0

為替換算調整勘定

前期末残高 △17 △17

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

－ －

当期変動額合計 － －

当期末残高 △17 △17

評価・換算差額等合計

前期末残高 5,368 3,105

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△2,262 △1,961

当期変動額合計 △2,262 △1,961

当期末残高 3,105 1,144

少数株主持分

前期末残高 59 87

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 27 14

当期変動額合計 27 14

当期末残高 87 102

純資産合計

前期末残高 19,965 16,266

当期変動額

剰余金の配当 △313 △188

当期純損失（△） △530 △1,091

自己株式の取得 △1 △1

自己株式の処分 0 1

持分法の適用範囲の変動 △622 －

持分法適用会社に対する持分変動に伴う自己
株式の増減

2 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △2,234 △1,946

当期変動額合計 △3,698 △3,226

当期末残高 16,266 13,039
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純損失（△） △351 △985

減価償却費 934 1,189

貸倒引当金の増減額（△は減少） △117 △112

賞与引当金の増減額（△は減少） △152 △325

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △7 －

退職給付引当金の増減額（△は減少） 46 26

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 88 41

環境安全対策引当金の増減額（△は減少） － 31

受取利息及び受取配当金 △176 △196

支払利息 184 198

関係会社清算損益（△は益） － △140

デリバティブ評価損益（△は益） － 160

子会社整理損 172 －

投資有価証券評価損益（△は益） 5 162

持分法による投資損益（△は益） 2 －

有形固定資産売却損益（△は益） △167 △10

有形固定資産除却損 30 27

有価証券及び投資有価証券売却損益（△は益） △108 0

売上債権の増減額（△は増加） 2,258 2,975

たな卸資産の増減額（△は増加） △0 603

仕入債務の増減額（△は減少） △238 △2,917

未払消費税等の増減額（△は減少） △12 △57

その他の流動資産の増減額（△は増加） △46 △170

その他の流動負債の増減額（△は減少） 164 △680

その他 13 38

小計 2,525 △142

利息及び配当金の受取額 180 197

利息の支払額 △180 △198

法人税等の支払額 △120 △110

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,403 △253
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △673 △759

定期預金の払戻による収入 651 759

有価証券の取得による支出 △100 △99

有価証券の売却及び償還による収入 176 199

有形固定資産の取得による支出 △883 △1,586

有形固定資産の売却による収入 261 39

無形固定資産の取得による支出 △5 △3

無形固定資産の売却による収入 0 －

投資有価証券の取得による支出 △193 △146

投資有価証券の売却及び償還による収入 356 213

貸付けによる支出 △21 －

貸付金の回収による収入 － 21

関係会社の整理による収入 － 150

その他 48 67

投資活動によるキャッシュ・フロー △381 △1,144

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 63 290

長期借入れによる収入 2,035 2,313

長期借入金の返済による支出 △1,805 △2,017

社債の償還による支出 △271 △271

自己株式の売却による収入 0 1

自己株式の取得による支出 △1 △1

配当金の支払額 △310 △186

少数株主への配当金の支払額 △15 △14

その他の固定負債の返済による支出 △84 △280

財務活動によるキャッシュ・フロー △387 △166

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,634 △1,564

現金及び現金同等物の期首残高 3,432 5,066

現金及び現金同等物の期末残高 5,066 3,501
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

項目

前連結会計年度

自　平成19年 4月 1日

至　平成20年 3月31日

当連結会計年度

自　平成20年 4月 1日

至　平成21年 3月31日

(1）連結の範囲に関する事項 ①　連結子会社の数　　5社

連結子会社の名称

　「第１ 企業の概況　４.関係会社

の状況」に記載している４社及び

西部産業㈱である。

①　連結子会社の数　　4社

連結子会社の名称

　「第１ 企業の概況　４.関係会社

の状況」に記載しているため省略

している。

  

 

 

　西部産業㈱は第２四半期連結会計期

間において清算結了したため、連結の

範囲から除外している。 

 ②　非連結子会社名

豊友産業㈱

エイチオーエンジニアリング㈱

ホーワ機械㈱

同　　　左

 ・連結の範囲から除いた理由

　非連結子会社３社は、いずれも小

規模会社であり、合計の総資産、売

上高、当期純損益及び利益剰余金

（持分に見合う額）等は、いずれも

連結財務諸表に重要な影響を及ぼ

していないためである。

 

(2）持分法の適用に関する事項 ①　持分法を適用した関連会社数

０社　

（持分法適用関連会社除外の理由）　

　当社グループが保有する豊和工業工事

㈱の普通株式は、当連結会計年度に種類

株式に転換されたことにより議決権が

消滅したため、豊和工業工事㈱を持分法

の適用範囲から除外した。

①　持分法を適用した関連会社数

０社　

　

　

 ②　持分法を適用しない非連結子会社及

び関連会社の名称

豊友産業㈱

エイチオーエンジニアリング㈱

ホーワ機械㈱

㈱永井鉄工所

同　　　左

 ・持分法を適用しない理由

　持分法非適用会社は、それぞれ当

期純損益及び利益剰余金等に及ぼ

す影響が軽微であり、かつ全体とし

ても重要性がないため、持分法の適

用から除外している。

 

(3）連結子会社の事業年度等に関

する事項

　連結子会社の決算日は連結決算日と同

一である。

同　　　左
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項目

前連結会計年度

自　平成19年 4月 1日

至　平成20年 3月31日

当連結会計年度

自　平成20年 4月 1日

至　平成21年 3月31日

(4）会計処理基準に関する事項   

①　重要な資産の評価基準及び

評価方法

(ア)有価証券

①　その他有価証券

時価のあるもの

　連結会計年度末日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定）

(ア)有価証券

同　　　左

 時価のないもの

　移動平均法による原価法

 

 (イ)たな卸資産

①　製品及び仕掛品

　個別法による原価法

(イ)たな卸資産

①　商品及び製品、仕掛品

　 主として個別法による原価法(貸

借対照表価額は収益性の低下による

簿価切下げの方法により算定)

 ②　材料品及び貯蔵品

　総平均法による原価法

 

②　原材料及び貯蔵品

   主として総平均法による原価法

(貸借対照表価額は収益性の低下に

よる簿価切下げの方法により算定)

  （会計方針の変更）

　当連結会計年度より「棚卸資産の

評価に関する会計基準」（企業会計

基準第９号　平成18年７月５日公表

分）を適用し、評価基準については、

原価法から原価法（収益性の低下に

よる簿価切下げの方法）に変更して

いる。

これにより、営業損失、経常損失及

び税金等調整前当期純損失は、それ

ぞれ105百万円増加している。

なお、セグメント情報に与える影

響は、当該箇所に記載している。
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項目

前連結会計年度

自　平成19年 4月 1日

至　平成20年 3月31日

当連結会計年度

自　平成20年 4月 1日

至　平成21年 3月31日

②　重要な減価償却資産の減価

償却の方法

(ア)有形固定資産

　定率法によっている。ただし、平成10年

4月1日以降に取得した建物（建物附属

設備を除く）については、定額法によっ

ている。なお、主な耐用年数は次のとお

りである。

建物及び構築物　　　　　３～50年 

機械装置及び運搬具　　　４～15年 

(ア)有形固定資産(リース資産を除く)

　定率法によっている。ただし、平成10年

4月1日以降に取得した建物（建物附属

設備を除く）については、定額法によっ

ている。なお、主な耐用年数は次のとお

りである。

建物及び構築物　　　　　３～50年 

機械装置及び運搬具　　　４～12年

 （会計方針の変更）

　当社及び国内連結子会社は、平成19年

度の法人税法の改正に伴い、当連結会計

年度より、平成19年4月1日以降に取得し

た有形固定資産について、改正後の法人

税法に基づく減価償却の方法に変更し

ている。

　これにより営業損失は40百万円、経常

損失及び税金等調整前当期純損失は38

百万円増加している。　　　　　

　　　　　　　　　－

 （追加情報）

　当社及び国内連結子会社は、平成19年

度の法人税法の改正に伴い、平成19年3

月31日以前に取得した有形固定資産に

ついては、改正前の法人税法に基づく減

価償却の方法の適用により、取得価額の

5％に到達した連結会計年度の翌連結会

計年度より、取得価額の5％相当額と備

忘価額との差額を5年間にわたり均等償

却し、減価償却費に含めて計上してい

る。

　これにより営業損失は100百万円、経常

損失及び税金等調整前当期純損失は104

百万円増加している。

　なお、セグメント情報に与える影響は、

当該箇所に記載している。

（追加情報）

　当社及び国内連結子会社の機械装置につ

いては、従来、耐用年数を４～15年として

いたが、平成20年度の法人税法の改正に伴

い、当連結会計年度より４～12年に変更し

た。これにより営業損失、経常損失及び税

金等調整前当期純損失はそれぞれ91百万

円増加している。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当

該箇所に記載している。　　　　　

(イ) 無形固定資産

  定額法によっている。また、ソフト

ウェア（自社利用分）については、社内

における利用可能期間（５年）に基づ

く定額法である。

(イ)無形固定資産(リース資産を除く)

同　　　左

　－ (ウ)リース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法を採用している。
　なお、所有権移転外ファイナンス・
リース取引のうち、リース取引開始日が
平成20年３月31日以前のリース取引に
ついては、通常の賃貸借取引に係る方法
に準じた会計処理によっている。 

 (エ)長期前払費用

　定額法によっている。

－
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項目

前連結会計年度

自　平成19年 4月 1日

至　平成20年 3月31日

当連結会計年度

自　平成20年 4月 1日

至　平成21年 3月31日

    ③　重要な引当金の計上基準 (ア)貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、回収不能見込額を計上している。

①　一般債権

貸倒実績率法によっている。

(ア)貸倒引当金

同　　　左

 ②　貸倒懸念債権及び破産更生債権等

財務内容評価法によっている。

 

 

 (イ)賞与引当金

　従業員の賞与の支払に充てるため、将

来の支給見込額のうち、当連結会計年度

の負担額を計上している。

(イ)賞与引当金

同　　　左

 (ウ)役員賞与引当金

　役員賞与の支払に充てるため、役員賞

与支払予定会社は、将来の支給見込額の

うち、当連結会計年度の負担額を計上し

ている。

(ウ)役員賞与引当金

同　　　左

 (エ)退職給付引当金　

　従業員の退職給付に備えるため、当連

結会計年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき、当連結会

計年度末において発生していると認め

られる額を計上している。

　なお、会計基準変更時差異2,089百万円

については15年による按分額を費用処

理している。

　また、数理計算上の差異は、各連結会計

年度の発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（10年）

による按分額をそれぞれ発生の翌連結

会計年度より費用処理することとして

いる。

(エ)退職給付引当金

同　　　左

 (オ)役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金支出に備えるため、

内規に基づく当連結会計年度末要支給

額を計上している。

（追加情報）

　連結子会社の一部は、役員退職慰労引

当金の計上要件が整ったため、当連結会

計年度において内規に基づく連結会計

年度末要支給額を計上している。これに

より、営業損失、経常損失は54　　百万円

増加し、税金等調整前当期純損失は141

百万円増加している。　

(オ)役員退職慰労引当金

　　　　　　同　　　左

 

－

 (カ)環境安全対策引当金

　将来の環境安全対策に要する支出のう

ち、当連結会計年度末において発生して

いると認められる金額を計上している。

(カ)環境安全対策引当金

同　　　左
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項目

前連結会計年度

自　平成19年 4月 1日

至　平成20年 3月31日

当連結会計年度

自　平成20年 4月 1日

至　平成21年 3月31日

④　重要なリース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス

・リース取引については、通常の賃貸借

取引に準じた会計処理によっている。

－

⑤　重要なヘッジ会計の方法 (ア)ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理を採用している。なお、

金利スワップについては、特例処理の要

件を満たしている場合は特例処理を採

用している。また、為替予約については、

振当処理の要件を満たしている場合は

振当処理を採用している。

(ア)ヘッジ会計の方法

同　　　左

 (イ)ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段：金利スワップ、為替予約

ヘッジ対象：借入金利息、

外貨建債権・債務、

外貨建予定取引

(イ)ヘッジ手段とヘッジ対象

同　　　左

 (ウ)ヘッジ方針

　借入金の金利変動リスクを回避する目

的で、金利スワップ取引を行っている。

また、外貨建取引に係る為替変動リスク

を回避する目的で、輸出入等に伴う実需

の範囲内で為替予約取引を行っており、

投機目的の取引は行わない方針である。

(ウ)ヘッジ方針

同　　　左

 (エ)ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ開始時から有効性判定時点まで

の期間において、ヘッジ対象とヘッジ手

段の相場変動の累計を比較し、両者の変

動額の比率により評価している。ただ

し、特例処理によっている金利スワップ

については、有効性の評価を省略してい

る。

(エ)ヘッジ有効性評価の方法

同　　　左

⑥　その他連結財務諸表作成のた

めの重要な事項

(ア)消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税

抜方式によっている。

(ア)消費税等の会計処理

同　　　左

(5) 連結子会社の資産及び負債の

評価に関する事項

　連結子会社の資産及び負債の評価方法

は、全面時価評価法によっている。

同　　　左

(6) のれん及び負ののれんの償却

に関する事項

　のれんは５年間の均等償却である。 同　　　左

(7) 連結キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲

　連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金（現金及び現金同等物）は、手許

現金、随時引き出し可能な預金及び容易

に換金可能であり、かつ価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない、取得日

から３ヶ月以内に満期日又は償還日の

到来する短期投資からなっている。

同　　　左

【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】
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前連結会計年度
自　平成19年 4月 1日
至　平成20年 3月31日

当連結会計年度
自　平成20年 4月 1日
至　平成21年 3月31日

　－ （連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関

する当面の取扱い）

　当連結会計年度より、「連結財務諸表作成における在外

子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報

告第18号　平成18年５月17日）を適用し、連結決算上必要

な修正を行っている。

　これによる損益への影響はない。 

（リース取引に関する会計基準）

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従

来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっていた

が、当連結会計年度より「リース取引に関する会計基準」

（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計審

議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び「リース

取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会　会

計制度委員会）、平成19年３月30日改正））を適用し、通

常の売買取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

これによる損益への影響はない。 

なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移

転外ファイナンス・リース取引については、引き続き通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を適用してい

る。

 

【表示方法の変更】

 

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

────── （連結貸借対照表）

「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等

の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日　内閣府

令第50号）が適用となることに伴い、前連結会計年度にお

いて、「たな卸資産」として掲記されていたものは、当連結

会計年度から「商品及び製品」「仕掛品」「原材料及び貯

蔵品」に区分掲記している。なお、前連結会計年度の「たな

卸資産」に含まれる「商品及び製品」「仕掛品」「原材料

及び貯蔵品」は、それぞれ346百万円、3,814百万円、295百万

円である。
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【注記事項】

（連結貸借対照表関係）

 
前連結会計年度

（平成20年3月31日）
当連結会計年度

（平成21年3月31日）

1. 受取手形裏書譲渡高 1,148百万円
 

 受取手形割引高

受取手形裏書譲渡高

532

946

百万円

 
2.※1 　非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のと

おりである。

　非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のと

おりである。

 投資有価証券（株式） 60百万円
 

投資有価証券（株式） 50百万円
 

3.※2①　担保資産は、次のとおりである。 ①　担保資産は、次のとおりである。

 (イ)　担保差入資産 (イ)　担保差入資産

 定期預金及び別段預金 490百万円

受取手形 680 

建物及び構築物 3,192 

機械装置 1,809 

その他の有形固定資産 418 

投資有価証券 7,053 

合計 13,642 

 

定期預金及び別段預金 551百万円

受取手形 600 

建物及び構築物 3,052 

機械装置 2,229 

その他の有形固定資産 456 

投資有価証券 3,593 

合計 10,483 

 
 上記のうち、工場財団設定分 上記のうち、工場財団設定分

 建物及び構築物 3,067百万円

機械装置 1,809 

その他の有形固定資産 359 

合計 5,235 

 

建物及び構築物 2,937百万円

機械装置 2,229 

その他の有形固定資産 329 

合計 5,496 

 
 (ロ)　上記の担保資産に対する債務 (ロ)　上記の担保資産に対する債務

 短期借入金 3,579百万円

（一年以内返済長期借入金を含む）  

長期借入金 3,602 

その他固定負債 20 

合計 7,201 

 

短期借入金 3,655百万円

（一年以内返済長期借入金を含む）  

長期借入金 3,982 

その他固定負債 20 

合計 7,658 

 
 上記のうち、工場財団設定分 上記のうち、工場財団設定分

 短期借入金 3,185百万円

（一年以内返済長期借入金を含む）  

長期借入金 3,516 

合計 6,702 

 

短期借入金 3,227百万円

（一年以内返済長期借入金を含む）  

長期借入金 3,934 

合計 7,161 

 
　※3 　減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれてい

る。

同　　　左
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（連結損益計算書関係）

 
前連結会計年度

自　平成19年 4月 1日
至　平成20年 3月31日

当連結会計年度
自　平成20年 4月 1日
至　平成21年 3月31日

1.※1 　販売費及び一般管理費のうち主要なものは次のとお

りである。

　販売費及び一般管理費のうち主要なものは次のとお

りである。

 賃金給料 1,387百万円

賞与引当金繰入額 158 

役員賞与引当金繰入額 7 

退職給付費用 193 

役員退職慰労引当金繰入額 54 

貸倒引当金繰入額 9 
 

賃金給料 1,268百万円

賞与引当金繰入額 83 

役員賞与引当金繰入額 3 

退職給付費用 216 

役員退職慰労引当金繰入額 54 

貸倒引当金繰入額 6 
 

   

2.※2内訳は次のとおりである。

土地売却益　　　　 　　 　　　　161百万円　

内訳は次のとおりである。

　　土地売却益　　　　 　　 　　　4百万円　　　　　　　　　　　運搬具

売却益　 　　 　　　　  6　

 　※3  －

 

 当社の非連結子会社である豊友産業㈱が解散したた

め発生した清算配当である。

　※4 内訳は次のとおりである。

　貸倒引当金繰入額　　　　　　　　　97百万円

　棚卸資産廃却損　　　　　　　　　　41

　退職給付費用　　　　　　　　　　　25

　その他　　　　　　　　　　　　　　 7

       －　　　 

  ※5　 内訳は次のとおりである。

　建物等除却損　　　　　　　　　　　16百万円

内訳は次のとおりである。

建物及び構築物廃棄損　　　　　　　　22百万円

機械装置及び運搬具廃棄損　　　　　　 3

工具、器具及び備品廃棄損　　　　　　 1

3.※6　　販売費及び一般管理費と当期総製造費用に含まれる

研究開発費は173百万円である。

　販売費及び一般管理費と当期総製造費用に含まれる

研究開発費は149百万円である。

　※7　 － 　期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金

額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含まれ

ている。

105百万円
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自 平成19年 4月 1日　至 平成20年 3月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
前連結会計年度末
株式数（千株）

当連結会計年度増
加株式数（千株）

当連結会計年度減
少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式                 

普通株式 125,481 － － 125,481

合計 125,481 － － 125,481

自己株式                 

普通株式（注） 156 9 42 123

合計 156 9 42 123

　（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加9千株は、単元未満株式の買取りによる増加である。

２．普通株式の自己株式の株式数の減少42千株は、持分法適用除外による当社帰属分37千株の減少及び単元未満

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　株式の買増請求による5千株の減少である。

２．新株予約権等に関する事項

該当事項はない。

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

1株当たり配当額 基準日 効力発生日

平成19年6月27日

定時株主総会
普通株式 313 　2円50銭 平成19年3月31日平成19年6月28日

(注）1株当たり配当額2円50銭には、創立100周年記念配当1円を含んでいる。

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

平成20年6月26日開催の定時株主総会において、次のとおり決議している。

①　配当金の総額 　 188百万円

②　１株当たり配当額  　　1円50銭

③　基準日 平成20年3月31日

④　効力発生日 平成20年6月27日

なお、配当原資については、利益剰余金とする。
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当連結会計年度（自 平成20年 4月 1日　至 平成21年 3月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
前連結会計年度末
株式数（千株）

当連結会計年度増
加株式数（千株）

当連結会計年度減
少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式                 

普通株式 125,481 － － 125,481

合計 125,481 － － 125,481

自己株式                 

普通株式（注） 123 22 16 129

合計 123 22 16 129

　（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加22千株は、単元未満株式の買取りによる増加である。

２．普通株式の自己株式の株式数の減少16千株は、単元未満株式の買増請求による減少である。

２．新株予約権等に関する事項

該当事項はない。

３．配当に関する事項

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

1株当たり配当額 基準日 効力発生日

平成20年6月26日

定時株主総会
普通株式 188 　1円50銭 平成20年3月31日平成20年6月27日

 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
自　平成19年 4月 1日
至　平成20年 3月31日

当連結会計年度
自　平成20年 4月 1日
至　平成21年 3月31日

　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

現金及び預金 4,057百万円

有価証券 1,806 

合計 5,864 

預入期間が３ケ月を超える

定期預金等
△495 

償還期間が３ケ月を超える

債券等
△302 

現金及び現金同等物 5,066 

 

現金及び預金 3,997百万円

有価証券 － 

合計 3,997 

預入期間が３ケ月を超える

定期預金等
△495 

償還期間が３ケ月を超える

債券等
－ 

現金及び現金同等物 3,501 
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（リース取引関係）

前連結会計年度
自　平成19年 4月 1日
至　平成20年 3月31日

当連結会計年度
自　平成20年 4月 1日
至　平成21年 3月31日

　　

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

１.ファイナンス・リース取引（借主側）
所有権移転外ファイナンス・リース取引
（1）　リース資産の内容
(ア）有形固定資産
　　　主としてホストコンピュータ及び電話交換機（工
具、器具及び備品）である。

(イ）無形固定資産
ソフトウエアである。

（2）　リース資産の減価償却の方法
連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項
「（4）．会計処理基準に関する事項　②重要な減価償
却資産の減価償却の方法」に記載のとおりである。

 なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、
リース取引開始日が、平成20年３月31日以前のリース取
引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会
計処理によっており、その内容は次のとおりである。

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

 
取得価額相
当額
（百万円）

減価償却累計額
相当額
（百万円）

期末残高相
当額
（百万円）

機械装置等 577 200 376
ソフトウエア 76 24 52
合　計 653 224 429

 

 
取得価額相
当額
（百万円）

減価償却累計額
相当額
（百万円）

期末残高相
当額
（百万円）

機械装置等 552 266 286
ソフトウエア 73 36 37
合　計 626 302 323

 
　なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高の有形

固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、「支払利

子込み法」により算定している。

同　　　　　左

②　未経過リース料期末残高相当額 ②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 93百万円

１年超 335 

合計 429 

 

１年以内 87百万円

１年超 236 

合計 323 

 
　なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料

期末残高の有形固定資産の期末残高等に占める割合が低

いため、「支払利子込み法」により算定している。

同　　　　　左

③　支払リース料及び減価償却費相当額 ③　支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 86百万円

減価償却費相当額 86
 

支払リース料 92百万円

減価償却費相当額 92
 

④　減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっている。

－ 

④　減価償却費相当額の算定方法

同　　　　　左

 

２．オペレーティング・リース取引

　オペレーティング・リース取引のうち解約不能のも

のに係る未経過リース料

１年内 2百万円

１年超 　　　　　　13

合計 　　　　　　15
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（有価証券関係）

前連結会計年度（自平成19年 4月 1日　至平成20年 3月31日）

1.　売買目的有価証券

該当事項はない。

2.　満期保有目的の債券で時価のあるもの

該当事項はない。

3.　その他有価証券で時価のあるもの

区分 取得原価（百万円）
連結決算日における連
結貸借対照表計上額

（百万円）
差額（百万円）

連結貸借対照表計上額が取得原価を超え

るもの
            

①　株式 1,843 7,160 5,316

②　債券 100 100 0

③　その他 72 98 25

小計 2,015 7,358 5,342

連結貸借対照表計上額が取得原価を超え

ないもの
            

①　株式 88 68 △20

②　債券 179 179 △0

③　その他 92 71 △20

小計 360 319 △41

合計 2,376 7,678 5,301

　（注）　表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額である。なお、当連結会計年度において4百万円の減損処理を行って

いる。また、下落率が50％未満の有価証券の減損処理基準については、原則として個別銘柄毎に、40％超下落し

た場合は減損処理を行うこととしている。

4.　当連結会計年度中に売却したその他有価証券

売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円）

147　 108　 －　

5.　時価評価されていない有価証券

内容 連結貸借対照表計上額（百万円）

(1)その他有価証券     

①　非上場株式 153

②　貸付信託受益証券 46

③　キャッシュ・リザーブ・ファンド 1,504

④　その他 202

合計 1,906

(2)子会社株式及び関連会社株式     

①　子会社株式 56

②　関連会社株式 4

合計 60

　（注）　1「非上場株式」は、当連結会計年度において1百万円の減損処理を行っている。

　　　　　2.「その他」は外国債券であり、予め定められた償還条件下で、額面金額の金銭の代わりに、償還対象株式の交付に

より償還されるリスクがある。

6.　その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の連結決算日後における償還予定額
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区分
１年以内
（百万円）

１年超５年以内
（百万円）

５年超10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

①　債券                 

国債・地方債等 － － － －

社債 － － － －

その他 482 － － －

②　その他 － 12 72 －

合計 482 12 72 －

当連結会計年度（自平成20年 4月 1日　至平成21年 3月31日）

1.　売買目的有価証券

該当事項はない。

2.　満期保有目的の債券で時価のあるもの

該当事項はない。

3.　その他有価証券で時価のあるもの

区分 取得原価（百万円）
連結決算日における連
結貸借対照表計上額

（百万円）
差額（百万円）

連結貸借対照表計上額が取得原価を超え

るもの
            

①　株式 1,582 3,580 1,998

②　債券 － － －

③　その他 12 14 1

小計 1,595 3,595 2,000

連結貸借対照表計上額が取得原価を超え

ないもの
            

①　株式 263 240 △22

②　債券 202 41 △160

③　その他 95 87 △7

小計 560 369 △190

合計 2,155 3,964 1,809

　（注）　表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額である。なお、当連結会計年度において162百万円の減損処理を行っ

ている。また、下落率が50％未満の有価証券の減損処理基準については、原則として個別銘柄毎に、40％超下落

した場合は減損処理を行うこととしている。

4.　当連結会計年度中に売却したその他有価証券

売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円）

0  0  0

5.　時価評価されていない有価証券

内容 連結貸借対照表計上額（百万円）

(1)その他有価証券     

①　非上場株式 153

②　貸付信託受益証券 46

③　キャッシュ・リザーブ・ファンド －

④　その他 100

合計 299

(2)子会社株式及び関連会社株式     

①　子会社株式 46

②　関連会社株式 4

合計 50

　

6.　その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の連結決算日後における償還予定額

区分
１年以内
（百万円）

１年超５年以内
（百万円）

５年超10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

①　債券                 

国債・地方債等 － － － －

社債 － － － －

その他 － 41 － －

②　その他 6 － 37 －

合計 6 41 37 －
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（デリバティブ取引関係）

　　１　取引の状況に関する事項   
前連結会計年度

自　平成19年 4月 1日
至　平成20年 3月31日

当連結会計年度
自　平成20年 4月 1日
至　平成21年 3月31日

①　取引の内容及び利用目的等

　当社は輸出入取引にかかる外貨建の債権・債務に

ついて、為替変動のリスクに備えるため個別の為替

予約取引を利用している。

　また、変動金利の借入金の調達資金を固定金利の

資金調達に換えるため、金利スワップ取引を行って

いる。

①　取引の内容及び利用目的等

同　　　左

②　取引に対する取組方針

　輸出入取引に伴う実需の範囲内で為替予約を行

い、また、借入金の金利変動リスクを回避する目的

で金利スワップ取引を行っており、投機目的の取引

は行わない方針である。

②　取引に対する取組方針

同　　　左

③　取引に係るリスクの内容

　為替予約取引には、為替相場の変動によるリスク、

金利スワップ取引においては、市場金利の変動によ

るリスクをそれぞれ有している。なお、デリバティ

ブ取引の契約先は、いずれも信用度の高い国内の銀

行であるため、相手先の契約不履行によるいわゆる

信用リスクは、ほとんどないと判断している。

③　取引に係るリスクの内容

同　　　左

④　取引に係るリスク管理体制

　為替予約取引及び金利スワップ取引の契約は、社

内規程に基づき、経理担当取締役の承認を得て経理

部で行っている。

④　取引に係るリスク管理体制

　　　   為替予約取引及び金利スワップ取引の契約は、社内

規程に基づき、経理部長の承認を得て経理部で行っ

ている。

 

２　取引の時価等に関する事項

前連結会計年度（平成20年３月31日現在）

　先物為替予約取引及び金利スワップ取引は全て当連結会計年度末にヘッジ会計が適用されているため、開示の対象
はない。 

当連結会計年度（平成21年３月31日現在） 

区分 種類
当連結会計年度（平成21年３月31日）

契約額等
（百万円）

時価
（百万円）

評価損益
（百万円）

市場取引以外の取引 他社株転換条項付社債  　　　　　202  　　　　　　41 　　　　△160

 　（注） １．時価の算定方法　証券会社から提示された価格等に基づき算定している。

　　　　　２．時価は測定可能だが、組込デリバティブを合理的に区分して測定できないため、当該複合金融商品全体を時価評

価し、評価損益を当連結会計年度の損益に計上している。

　　　　　３．契約額等には、当該複合金融商品（他社株条項付社債）の額面金額を記載している。 
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（退職給付関係）

前連結会計年度
自　平成19年 4月 1日
至　平成20年 3月31日

当連結会計年度
自　平成20年 4月 1日
至　平成21年 3月31日

1.　採用している退職給付制度の概要

　当社及び国内連結子会社の一部は、確定給付型の制度

として退職一時金制度及び適格退職年金制度を設けて

いる。なお、当社においては退職給付信託を設定してい

る。

1.　採用している退職給付制度の概要

同　　　左

2.　退職給付債務に関する事項
 

2.　退職給付債務に関する事項
 

①　退職給付債務 △9,366百万円

②　年金資産 4,948 

③　未積立退職給付債務（①＋②） △4,418 

④　会計基準変更時差異の未処理額 957 

⑤　未認識数理計算上の差異 1,307 

⑥　未認識過去勤務債務 ― 

⑦　連結貸借対照表計上額純額（③＋④＋

⑤＋⑥） △2,153

 

⑧　前払年金費用 ― 

⑨　退職給付引当金（⑦－⑧） △2,153 

 

①　退職給付債務 △8,645百万円

②　年金資産 3,729 

③　未積立退職給付債務（①＋②） △4,915 

④　会計基準変更時差異の未処理額 820 

⑤　未認識数理計算上の差異 1,914 

⑥　未認識過去勤務債務 ─ 

⑦　連結貸借対照表計上額純額（③＋④＋

⑤＋⑥） △2,180

 

⑧　前払年金費用 ─ 

⑨　退職給付引当金（⑦－⑧） △2,180 

 
　（注）　連結子会社については、退職給付債務の算定にあ

たり、簡便法を採用している。

　（注）　連結子会社については、退職給付債務の算定にあ

たり、簡便法を採用している。

3.　退職給付費用に関する事項
 

3.　退職給付費用に関する事項
 

①　勤務費用（※1） 380百万円

②　利息費用 142 

③　期待運用収益 △144 

④　会計基準変更時差異の費用処理額 157 

⑤　数理計算上の差異の費用処理額 208 

⑥　過去勤務債務の費用処理額 ― 

⑦　退職給付費用（①＋②＋③＋④＋⑤

＋⑥） 744

 

 

①　勤務費用（※1） 338百万円

②　利息費用 136 

③　期待運用収益 △117 

④　会計基準変更時差異の費用処理額 136 

⑤　数理計算上の差異の費用処理額 306 

⑥　過去勤務債務の費用処理額     ─ 

⑦　退職給付費用（①＋②＋③＋④＋⑤

＋⑥） 800

 

 
　（注）※1　簡便法を採用している連結子会社の退職給付

費用を含めている。

　（注）※1　簡便法を採用している連結子会社の退職給付

費用を含めている。

4.　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項
 

4.　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項
 

①　退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

②　割引率 1.5％

③　期待運用収益率 2.5％

④　会計基準変更時差異の処理年数 15年

⑤　数理計算上の差異の処理年数 10年
 

①　退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

②　割引率 1.5％

③　期待運用収益率 2.5％

④　会計基準変更時差異の処理年数 15年

⑤　数理計算上の差異の処理年数 10年
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（税効果会計関係）

前連結会計年度（平成20年3月31日） 当連結会計年度（平成21年3月31日）

1.　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

1.　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

（繰延税金資産） （繰延税金資産）

貸倒引当金 244百万円

賞与引当金 243 

投資有価証券評価損 46 

退職給付引当金 1,619 

役員退職慰労引当金 191 

繰越欠損金 3,240 

そ　の　他 569 

繰延税金資産小計 6,155 

評価性引当額 △6,049 

繰延税金資産合計 105 

 

貸倒引当金 10百万円

賞与引当金 111 

投資有価証券評価損 59 

退職給付引当金 1,617 

役員退職慰労引当金 237 

繰越欠損金 3,311 

そ　の　他 437 

繰延税金資産小計 5,785 

評価性引当額 △5,690 

繰延税金資産合計 95 

 
（繰延税金負債） （繰延税金負債）

その他有価証券評価差額金 △2,171百万円

その他 △25 

繰延税金負債合計 △2,196 

繰延税金負債の純額 △2,090 

 

その他有価証券評価差額金 △802百万円

その他 △27 

繰延税金負債合計 △830 

繰延税金負債の純額 △735 

 
2.　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異について

　    当期純損失のため記載を省略している。

2.　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異について

　    同　　　　左
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

１.前連結会計年度（自平成19年4月1日　至平成20年3月31日）

 
工作機械
関連事業
（百万円）

　特機事業
（百万円）　

金属製建具
事業

（百万円）

その他
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全
社

（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ．売上高及び営業損益                             

売上高                             

(1) 外部顧客に対する売上

高
13,436 6,721 5,256 4,436 29,852 － 29,852

(2) セグメント間の内部売

上高又は振替高
11 － － 255 267 (267) －

計 13,448 6,721 5,256 4,692 30,119 (267)29,852

営業費用 13,426 6,769 5,599 4,438 30,233 (267)29,965

営業利益又は営業損失

(△)
22 △47 △342 254 △113 － △113

Ⅱ．資産、減価償却費及び

資本的支出
                            

資産 15,407 5,277 4,699 2,994 28,37810,57638,954

減価償却費 453 224 122 133 934 － 934

資本的支出 553 286 130 89 1,059 － 1,059

　

２.当連結会計年度（自平成20年4月1日　至平成21年3月31日）

 
工作機械
関連事業
（百万円）

　特機事業
（百万円）　

金属製建具
事業

（百万円）

その他
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全
社

（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ．売上高及び営業損益                             

売上高                             

(1) 外部顧客に対する売上

高
13,478 6,317 4,472 3,299 27,567 － 27,567

(2) セグメント間の内部売

上高又は振替高
59 － － 241 301 (301) －

計 13,538 6,317 4,472 3,541 27,868 (301)27,567

営業費用 14,149 6,354 4,641 3,283 28,429 (301)28,127

営業利益又は営業損失

(△)
△611 △36 △169 258 △560 (0) △560

Ⅱ．資産、減価償却費及び

資本的支出
                            

資産 12,582 5,400 4,236 2,132 24,350 6,169 30,519

減価償却費 648 274 124 142 1,189 － 1,189

資本的支出 1,038 182 79 58 1,358 － 1,358

　（注）１．事業区分の方法及び各区分に属する主要な製品の名称

事業区分は、製品の種類及び製造方法の類似性に基づき、下記のとおり区分した。
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事業区分 主要製品名

工作機械関連事業

精密中ぐり盤、深穴ボール盤、トランスファーマシン、マシニングセンタ、その他各種専用機、自動

化装置、工作機用ユニット、パワーチャック、固定シリンダ、回転シリンダ、

ロッドレスシリンダ、クランプシリンダ、その他空油圧機器

特 機 事 業　
小銃、銃剣、自動てき弾銃、迫撃砲、発煙弾発射機、閃光発音筒、発煙弾、手榴弾、猟銃部品、整地機械、

路面清掃車、産業用清掃機

金属製建具事業
防音サッシ・ドア、ビル用一般サッシ・ドア、ＢＬサッシ、改装用サッシ、カーテンウォール、

防水板、シールドドア

そ　　の　　他
露光装置、半導体関連部品、自動化関連装置、セラミックグリーンシート関連装置、

鉄鋼製品など

（注）２．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の主なものは、当社での余資運用資金（定期預金及び有

価証券）、長期投資資金（投資有価証券）に係る資産である。

            前連結会計年度　　　11,311百万円

当連結会計年度　　　 6,903百万円

 

　３．　「第５　経理の状況　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」（会計方針の変更）に記載のとおり、棚卸

資産の評価について変更している。これにより、従来と同様の方法によった場合と比較して、当連結会計年度の営

業損失は、「工作機械関連事業」が53百万円、「特機事業」が６百万円、「金属製建具事業」が４百万円、それぞれ

増加し、「その他」の営業利益が40百万円減少している。

　　　　また、「第５　経理の状況　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」（追加情報）に記載のとおり、有形固

定資産の耐用年数について変更している。これにより、従来と同様の方法によった場合と比較して、当連結会計年

度の営業損失は、「工作機械関連事業」が35百万円、「特機事業」が35百万円、「金属製建具事業」が２百万円、そ

れぞれ増加し、「その他」の営業利益が17百万円減少している。
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【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度（自平成19年4月1日　至平成20年3月31日）

　全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「本邦」の割合がいずれも

９０％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略している。

当連結会計年度（自平成20年4月1日　至平成21年3月31日）

　全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「本邦」の割合がいずれも

９０％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略している。

 

【海外売上高】

前連結会計年度
（自平成19年4月1日　至平成20年3月31日）

 
アジア
（百万円）

その他の地域
（百万円）

計
（百万円）

Ⅰ　海外売上高 6,760 1,868 8,628

Ⅱ　連結売上高 － － 29,852

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合(％) 22.6 6.3 28.9

　（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。

２．本国以外の区分に属する主な国又は地域

(1)　アジア　　　………インド・タイ

(2)　その他の地域………アメリカ・フランス

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。

当連結会計年度
（自平成20年4月1日　至平成21年3月31日）

 
アジア
（百万円）

その他の地域
（百万円）

計
（百万円）

Ⅰ　海外売上高 5,553 1,431 6,985

Ⅱ　連結売上高 － － 27,567

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合(％) 20.1 5.2 25.3

　（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。

２．本国以外の区分に属する主な国又は地域

(1)　アジア　　　………インド・中国

(2)　その他の地域………アメリカ・ブラジル

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。
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【関連当事者情報】

前連結会計年度（自平成19年4月1日　至平成20年3月31日）

該当事項はない。

当連結会計年度（自平成20年4月1日　至平成21年3月31日）

　　　　（追加情報）

当連結会計年度より、「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計基準第11号　平成18年10月17日）及

び「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第13号　平成18年10月17日）を適

用している。

　なお、これによる開示対象範囲の変更はない。

関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等

 
 

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
（百万円）

事業の内容
又は職業

議決権等の所
有(被所有)割
合（％）

関連当事者と
の関係

取引の内容
取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

非連結

子会社
豊友産業㈱

愛知県
清須市

10
労働者の派
遣

直接　100.0
派遣労働者の
受入
役員の兼任 

会社清算に
伴う残余財
産の分配

分配額150

分配益140
未収入金 143
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（１株当たり情報）

前連結会計年度
自　平成19年 4月 1日
至　平成20年 3月31日

当連結会計年度
自　平成20年 4月 1日
至　平成21年 3月31日

１株当たり純資産額 129.06円

１株当たり当期純損失（△） △4.23円
 

１株当たり純資産額 103.21円

１株当たり当期純損失（△） △8.71円
 

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、

当期純損失が計上されており、また潜在株式がないため、

記載していない。

　同　　　　左

１株当たり当期純損失（△）の計算上の基礎 １株当たり当期純損失（△）の計算上の基礎

連結損益計算書上の当期純損失（△） △530百万円

普通株式に係る当期純損失（△） △530百万円
 

連結損益計算書上の当期純損失（△） △1,091百万円

普通株式に係る当期純損失（△） △1,091百万円
 

普通株主に帰属しない金額 普通株主に帰属しない金額

該当事項はない 該当事項はない

普通株式の期中平均株式数 125,341,798株
 

普通株式の期中平均株式数 125,355,547株
 

 

（重要な後発事象）

 

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

────── １ 希望退職者の募集

　当社は、平成21年５月15日開催の取締役会において、企業

体質の強化を図るため、早期退職優遇制度を実施し、40歳

以上の正社員を対象に200名程度の希望退職者の募集（平

成21年５月25日～平成21年６月10日）を行う事を決議し

た。

　この結果、196名の応募があり、平成22年３月期第１四半

期決算において、特別退職金として約12億円を特別損失に

計上する見通しである。 

２ 役員退職慰労金の減額

　当社は、平成21年６月25日開催の定時株主総会において、

「退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件」と「取締役お

よび監査役に対する役員退職慰労金制度廃止に伴う打切

り支給の件」について、それぞれ減額措置を考慮の上支給

することを決議し、同日開催の取締役会において、具体的

にその減額措置を決定した。

　これにより平成22年３月期第１四半期決算において、役

員退職慰労引当金戻入額として245百万円を特別利益に計

上する見込である。 
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

利率
（％）

担保 償還期限

豊和工業㈱ 第９回社債 平成15年 3月10日
100

(60)

40

(40)
0.43無担保社債 平成22年 3月10日

〃 第10回社債 平成15年 7月25日
130

(60)

70

(60)
0.53 〃 平成22年 7月23日

〃 第11回社債 平成16年10月12日
180

(40)

140

(40)
1.01 〃 平成23年10月12日

〃 第12回社債 平成17年 7月 8日
187

(45)

142

(45)
0.89 〃 平成24年 7月 6日

〃 第13回社債 平成17年 9月29日
297

(66)

231

(66)
0.89 〃 平成24年 9月28日

合　計 － －
894

(271)

623

(251)
－ － －

　（注）１．「当期末残高」欄の（内書）は、１年以内償還予定の金額である。

２．連結決算日後５年以内における１年ごとの償還予定額は以下のとおりである。

１年以内
（百万円）

１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

251 161 171 40 －

 

【借入金等明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 1,734 2,024 1.7 －

１年以内に返済予定の長期借入金 1,979 1,895 2.5 －

１年以内に返済予定のリース債務              － 　　 　  　　51              － －　

長期借入金

（1年以内に返済予定のものを除く。）
3,602 3,982 2.5平成22年～25年

リース債務（１年以内に返済予定のもの

を除く。）

 

             －             176             － 平成25年～26年

合計 7,316 8,130 －   －

　（注）１．「平均利率」については、借入金の当期末残高に対する加重平均利率を記載している。

２．リース債務の平均利率については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務を

連結貸借対照表に計上しているため、記載していない。

３．長期借入金及びリース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以

下のとおりである。

 

 
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

長期借入金 1,758 1,216 754 252

リース債務 51 51 51 21
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（２）【その他】

当連結会計年度における四半期情報

 

第１四半期

自平成20年４月１日

至平成20年６月30日

第２四半期

自平成20年７月１日

至平成20年９月30日

第３四半期

自平成20年10月１日

至平成20年12月31日

第４四半期

自平成21年１月１日

至平成21年３月31日

売上高（百万円） 6,353 7,494 6,920 6,798

税金等調整前四半期純損失

金額（百万円）
△268 △217 △314 △185

四半期純損失金額

（百万円）
△308 △279 △339 △164

１株当たり四半期純損失金

額（円）
△2.46 △2.23 △2.71 △1.31
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２【財務諸表等】
（１）【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(平成20年３月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 ※1
 2,756

※1
 2,799

受取手形 ※2 ※5 
5,308

※2 ※5 
3,820

売掛金 ※5
 5,033

※5
 4,994

有価証券 1,604 －

製品 262 －

商品及び製品 － 356

仕掛品 3,816 3,134

原材料 162 －

貯蔵品 123 －

原材料及び貯蔵品 － 273

前払費用 105 117

未収入金 78 140

関係会社未収入金 3 144

その他 148 103

貸倒引当金 △17 △10

流動資産合計 19,386 15,875

固定資産

有形固定資産

建物 10,672 10,692

減価償却累計額 △7,521 △7,686

建物（純額） 3,150 3,006

構築物 1,044 1,061

減価償却累計額 △876 △896

構築物（純額） 168 164

機械及び装置 ※6
 11,269

※6
 12,242

減価償却累計額 △9,446 △10,002

機械及び装置（純額） 1,823 2,239

車両運搬具 95 92

減価償却累計額 △69 △80

車両運搬具（純額） 25 12

工具、器具及び備品 1,712 1,737

減価償却累計額 △1,532 △1,590

工具、器具及び備品（純額） 180 146

土地 1,250 1,156

リース資産 － 237

減価償却累計額 － △26

リース資産（純額） － 210

建設仮勘定 18 5

有形固定資産合計 ※3
 6,617

※3
 6,942

無形固定資産

ソフトウエア 27 23

その他 8 5

無形固定資産合計 36 28
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成20年３月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

投資その他の資産

投資有価証券 ※4
 7,568

※4
 4,105

関係会社株式 795 785

関係会社長期貸付金 684 －

破産更生債権等 15 13

長期前払費用 26 －

保険積立金 455 493

その他 419 321

貸倒引当金 △589 △17

投資その他の資産合計 9,375 5,701

固定資産合計 16,029 12,672

資産合計 35,416 28,547

負債の部

流動負債

買掛金 ※5
 4,114

※5
 2,531

短期借入金 ※1 ※2 ※3, ※4
 3,679

※1 ※2 ※3, ※4
 3,855

1年内償還予定の社債 271 251

リース債務 － 49

未払金 332 13

設備関係未払金 358 150

未払費用 953 751

未払法人税等 38 37

未払消費税等 167 107

繰延税金負債 0 0

前受金 105 51

預り金 49 43

前受収益 84 0

賞与引当金 544 247

流動負債合計 10,698 8,089

固定負債

社債 623 372

長期借入金 ※1 ※2 ※3, ※4
 3,602

※1 ※2 ※3, ※4
 3,982

リース債務 － 171

繰延税金負債 2,120 798

退職給付引当金 2,002 2,038

役員退職慰労引当金 441 474

環境安全対策引当金 109 140

長期前受収益 196 －

その他 294 318

固定負債合計 9,391 8,295

負債合計 20,089 16,384
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成20年３月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 9,019 9,019

資本剰余金

資本準備金 1,563 1,563

その他資本剰余金 1 0

資本剰余金合計 1,565 1,564

利益剰余金

利益準備金 50 68

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 1,654 375

利益剰余金合計 1,704 444

自己株式 △14 △14

株主資本合計 12,275 11,014

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 3,051 1,148

繰延ヘッジ損益 － 0

評価・換算差額等合計 3,051 1,148

純資産合計 15,327 12,162

負債純資産合計 35,416 28,547
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②【損益計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

売上高

総売上高 25,325 24,212

売上値引及び戻り高 16 31

売上高合計 25,309 24,181

売上原価

製品期首たな卸高 156 262

当期製品製造原価 ※3
 21,489

※3
 20,523

原価差額 △37 338

当期材料等売上原価 266 285

たな卸資産評価損 － 105

合計 21,874 21,515

製品期末たな卸高 262 356

製品売上原価 21,612 21,159

売上総利益 3,696 3,022

販売費及び一般管理費

販売手数料 182 135

荷造費 302 360

運送費及び保管費 291 310

役員報酬 170 150

給料及び賃金 1,172 1,090

賞与引当金繰入額 136 58

退職給付費用 164 180

役員退職慰労引当金繰入額 43 46

貸倒引当金繰入額 4 －

賞与 158 130

法定福利費 239 214

減価償却費 123 151

その他 ※3
 1,035

※3
 974

販売費及び一般管理費合計 4,027 3,803

営業損失（△） △330 △781

営業外収益

受取利息 ※1
 26

※1
 12

受取配当金 ※2
 232

※2
 229

有価証券売却益 25 －

受取保険金 36 43

雑収入 72 95

営業外収益合計 392 381

営業外費用

支払利息 174 186

たな卸資産廃棄損 19 －

固定資産処分損 19 －

保険料 55 47

たな卸資産評価損 11 －

減価償却費 52 31

雑損失 199 208

営業外費用合計 532 473

経常損失（△） △470 △873
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

特別利益

固定資産売却益 ※4
 161 －

投資有価証券売却益 82 －

貸倒引当金戻入額 － 6

関係会社清算益 － ※5
 140

特別利益合計 244 146

特別損失

前期損益修正損 － 43

子会社整理損 ※6
 130 －

環境安全対策引当金繰入額 － 31

投資有価証券評価損 － 162

固定資産売却損 － ※7
 65

固定資産処分損 － ※8
 28

特別損失合計 130 331

税引前当期純損失（△） △355 △1,057

法人税、住民税及び事業税 2 15

法人税等合計 2 15

当期純損失（△） △358 △1,072
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【製造原価明細書】

  
前事業年度

自　平成19年 4月 1日
至　平成20年 3月31日

当事業年度
自　平成20年 4月 1日
至　平成21年 3月31日

区分
注記
番号

金額（百万円） 構成比（％） 金額（百万円） 構成比（％）

Ⅰ　材料費  11,279 52.0 10,560 51.4
（うち外注品費）  (5,228) (24.1) (4,873) (23.7)
Ⅱ　労務費  6,302 29.1 5,913 28.8
Ⅲ　経費  4,097 18.9 4,079 19.8
（うち減価償却費）  (646) (3.0) (877) (4.3)
（うち外注加工費）  (1,705) (7.9) (1,540) (7.5)
当期総製造費用  21,679 100.0 20,553 100.0
原価差額  37     △338     
期首仕掛品棚卸高  3,869     3,816     
合計  25,586     24,032     
期末仕掛品棚卸高  3,816     3,134     
たな卸資産評価損  －     105     
建設仮勘定振替高 ※1 246     209     
その他振替高 ※2 33     59     
差引当期製品製造原価  21,489     20,523     

　（注）※１　内訳は次のとおりである。

前事業年度 機械及び装置 105百万円工具、器具及び備品 38百万円 その他 102百万円
当事業年度 〃 130 〃 29 〃 49

※２　内訳は次のとおりである。

前事業年度 棚卸資産廃却
及び評価損 

16百万円その他 17百万円 

当事業年度 雇用調整助成金
 

28 〃 31  

原価計算方法

　当社は原則として、個別原価計算の方法により実際原価を集計する方法を採用している。即ち、毎月発生する材料

費、労務費、経費の各原価要素を直接費と間接費に分け、直接費は各製造指図書に直課し、間接費は原価部門別に当

該部門を通過する製品の直接労働時間又は標準時間を基準にして配賦している。この場合、計算の迅速化をはかる

ため、直接材料費中の素材費、直接労務費及び製造間接費については予定率によって計算し、これと実際原価との差

額を原価差額として売上原価等で調整している。
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 9,019 9,019

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 9,019 9,019

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 1,563 1,563

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,563 1,563

その他資本剰余金

前期末残高 1 1

当期変動額

自己株式の処分 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 1 0

資本剰余金合計

前期末残高 1,565 1,565

当期変動額

自己株式の処分 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 1,565 1,564

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 18 50

当期変動額

剰余金の配当 31 18

当期変動額合計 31 18

当期末残高 50 68

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

前期末残高 2,357 1,654

当期変動額

剰余金の配当 △344 △206

当期純損失（△） △358 △1,072

当期変動額合計 △702 △1,279

当期末残高 1,654 375

利益剰余金合計

前期末残高 2,376 1,704

当期変動額

剰余金の配当 △313 △188

当期純損失（△） △358 △1,072

当期変動額合計 △671 △1,260

当期末残高 1,704 444
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

自己株式

前期末残高 △13 △14

当期変動額

自己株式の取得 △1 △1

自己株式の処分 0 1

当期変動額合計 △0 0

当期末残高 △14 △14

株主資本合計

前期末残高 12,947 12,275

当期変動額

剰余金の配当 △313 △188

当期純損失（△） △358 △1,072

自己株式の取得 △1 △1

自己株式の処分 0 1

当期変動額合計 △672 △1,261

当期末残高 12,275 11,014

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 5,238 3,051

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△2,186 △1,902

当期変動額合計 △2,186 △1,902

当期末残高 3,051 1,148

繰延ヘッジ損益

前期末残高 － －

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

－ 0

当期変動額合計 － 0

当期末残高 － 0

評価・換算差額等合計

前期末残高 5,238 3,051

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△2,186 △1,902

当期変動額合計 △2,186 △1,902

当期末残高 3,051 1,148

純資産合計

前期末残高 18,186 15,327

当期変動額

剰余金の配当 △313 △188

当期純損失（△） △358 △1,072

自己株式の取得 △1 △1

自己株式の処分 0 1

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △2,186 △1,902

当期変動額合計 △2,859 △3,164

当期末残高 15,327 12,162
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【重要な会計方針】
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項目
前事業年度

自　平成19年 4月 1日
至　平成20年 3月31日

当事業年度
自　平成20年 4月 1日
至　平成21年 3月31日

１．有価証券の評価基準及び

評価方法

①　子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

①　子会社株式及び関連会社株式 

同　　　　　左

 

②　その他有価証券

時価のあるもの

　期末日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平均

法により算定）

②　その他有価証券

時価のあるもの 

同　　　　　左

 

 

時価のないもの

　移動平均法による原価法

時価のないもの 

同　　　　　左

２．棚卸資産の評価基準及び

評価方法

①　製品及び仕掛品

個別法による原価法

①　商品及び製品、仕掛品

個別法による原価法（貸借対照表

価額は収益性の低下による簿価切

下げの方法により算定）

 ②　材料品及び貯蔵品

総平均法による原価法

②　原材料及び貯蔵品

総平均法による原価法（貸借対照

表価額は収益性の低下による簿価

切下げの方法により算定） 

  （会計方針の変更）

　当事業年度より「棚卸資産の評価に関す

る会計基準」（企業会計基準第９号　平成

18年７月５日公表分）を適用し、評価基準

については、原価法から原価法（収益性の

低下による簿価切下げの方法）に変更し

ている。

　これにより、営業損失、経常損失及び税引

前当期純損失は、それぞれ105百万円増加

している。 

３．固定資産の減価償却の方

法

  

 （ア）有形固定資産 （ア）有形固定資産(リース資産を除く)

　定率法によっている。ただし、平成10年4

月1日以降に取得した建物（建物附属設備

を除く）については、定額法によってい

る。なお、主な耐用年数は次のとおりであ

る。

建物          　　　　　３～50年 

機械及び装置　　　　　　４～15年 

　定率法によっている。ただし、平成10年4

月1日以降に取得した建物（建物附属設備

を除く）については、定額法によってい

る。なお、主な耐用年数は次のとおりであ

る。

建物　　　　　　　　　　３～50年 

機械及び装置　　　　　　４～12年

 （会計方針の変更）　 －　

 　平成19年度の法人税法の改正に伴い、当

事業年度より、平成19年4月1日以降に取得

した有形固定資産について、改正後の法人

税法に基づく減価償却の方法に変更して

いる。

　これにより、営業損失は33百万円、経常損

失及び税引前当期純損失は32百万円増加

している。
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項目
前事業年度

自　平成19年 4月 1日
至　平成20年 3月31日

当事業年度
自　平成20年 4月 1日
至　平成21年 3月31日

 （追加情報）　 （追加情報）　

 　平成19年度の法人税法の改正に伴い、平

成19年3月31日以前に取得した有形固定資

産については、改正前の法人税法に基づく

減価償却の方法の適用により、取得価額の

5％に到達した事業年度の翌事業年度よ

り、取得価額の5％相当額と備忘価額との

差額を5年間にわたり均等償却し、減価償

却費に含めて計上している。

　これにより営業損失は96百万円、経常損

失及び税引前当期純損失は100百万円増加

している。

　平成20年度の法人税法の改正に伴い、当

社の機械装置については、従来、耐用年数

を４～15年としていたが、当事業年度より

４～12年に変更した。

　これにより、営業損失、経常損失及び税引

前当期純損失は、それぞれ90百万円増加し

ている。

　

 （イ）無形固定資産 （イ）無形固定資産(リース資産を除く)　

 　定額法によっている。また、ソフトウェア

（自社利用分）については、社内における

利用可能期間（5年）に基づく定額法であ

る。

同　　　　　左

 － （ウ）リース資産　

 　 　リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法を採用している。なお、所

有権移転外ファイナンス・リース取引の

うち、リース取引開始日が平成20年３月31

日以前のリース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっている。

 （エ）長期前払費用　 －

 　定額法によっている。  

４．引当金の計上基準   

 （ア）貸倒引当金 

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、

回収不能見込額を計上している。

①　一般債権

貸倒実績率法によっている。

（ア）貸倒引当金

同　　　　　左

 

 ②　貸倒懸念債権及び破産更生債権等

財務内容評価法によっている。

 

 

 （イ）賞与引当金 

　従業員の賞与の支払に充てるため、将来

の支給見込額のうち、当期の負担額を計上

している。

（イ）賞与引当金 

同　　　　　左
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項目
前事業年度

自　平成19年 4月 1日
至　平成20年 3月31日

当事業年度
自　平成20年 4月 1日
至　平成21年 3月31日

 （ウ）退職給付引当金 

　従業員の退職給付に備えるため、当期末

における退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当期末において発生してい

ると認められる額を計上している。

　なお、会計基準変更時差異1,959百万円に

ついては15年による按分額を費用処理し

ている。 

（ウ）退職給付引当金 

同　　　　　左

 　また、数理計算上の差異は、各期の発生時

における従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（10年）による按分額をそ

れぞれ発生の翌期より費用処理すること

としている。

 （エ）役員退職慰労引当金 

　役員の退職慰労金支出に備えるため、内

規に基づく当期末要支給額を計上してい

る。

（エ）役員退職慰労引当金 

同　　　　　左

 （オ）環境安全対策引当金 

　将来の環境安全対策に要する支出のう

ち、当期末において発生していると認めら

れる金額を計上している。

（オ）環境安全対策引当金 

同　　　　　左

５．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取引

に準じた会計処理によっている。

－

６．ヘッジ会計の方法 ①　ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理を採用している。な

お、金利スワップについては、特例処

理の要件を満たしている場合は特例

処理を採用している。また、為替予約

については、振当処理の要件を満たし

ている場合は振当処理を採用してい

る。

①　ヘッジ会計の方法 

同　　　　　左

 

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段：金利スワップ、

為替予約

②　ヘッジ手段とヘッジ対象 

同　　　　　左

 

 

ヘッジ対象：借入金利息、

外貨建債権・債務、

外貨建予定取引

 

 ③　ヘッジ方針

　借入金の金利変動リスクを回避する

目的で、金利スワップ取引を行ってい

る。また、外貨建取引に係る為替変動

リスクを回避する目的で、輸出入等に

伴う実需の範囲内で為替予約取引を

行っており、投機目的の取引は行わな

い方針である。

③　ヘッジ方針 

同　　　　　左
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項目
前事業年度

自　平成19年 4月 1日
至　平成20年 3月31日

当事業年度
自　平成20年 4月 1日
至　平成21年 3月31日

 ④　ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ開始時から有効性判定時点ま

での期間において、ヘッジ対象とヘッ

ジ手段の相場変動の累計を比較し、両

者の変動額の比率により評価してい

る。ただし、特例処理によっている金

利スワップについては、有効性の評価

を省略している。

④　ヘッジ有効性評価の方法 

同　　　　　左

７．その他財務諸表作成のた

めの重要な事項

  

 （ア）消費税等の会計処理 

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜

方式によっている。

（ア）消費税等の会計処理 

同　　　　　左

 

【会計方針の変更】

前事業年度
自　平成19年 4月 1日
至　平成20年 3月31日

当事業年度
自　平成20年 4月 1日
至　平成21年 3月31日

－  （リース取引に関する会計基準）

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従

来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっていた

が、当事業年度より「リース取引に関する会計基準」（企

業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計審議会

第一部会）、平成19年３月30日改正））及び「リース取引

に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会　会計制

度委員会）、平成19年３月30日改正））を適用し、通常の

売買取引に係る方法に準じた会計処理によっている。これ

による損益への影響はない。

　なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移

転外ファイナンス・リース取引については、引き続き通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を適用してい

る。 
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【注記事項】

（貸借対照表関係）

 
前事業年度

（平成20年3月31日）
当事業年度

（平成21年3月31日）

1.   

※1 　このうち別段預金290百万円、定期預金200百万円を

短期借入金1,107百万円及び長期借入金1,931百万円

の担保の一部に供している。

　このうち定期預金551百万円を短期借入金1,124百万

円及び長期借入金2,439百万円の担保の一部に供して

いる。

※2 　このうち680百万円を短期借入金717百万円及び長期

借入金1,126百万円の担保の一部に供している。

　なお、このほか

　このうち600百万円を短期借入金714百万円及び長期

借入金1,601百万円の担保の一部に供している。

　なお、このほか

 受取手形裏書譲渡高 687百万円

(うち関係会社分 12百万円)
 

受取手形裏書譲渡高 660百万円

(うち関係会社分 32百万円)
 

※3 ①　このうち財団抵当に供しているものは下記のとお

りである。

(イ)　新川工場財団

(1)　財団抵当物件の内訳　　　 簿　価

①　このうち財団抵当に供しているものは下記のとお

りである。

(イ)　新川工場財団

(1)　財団抵当物件の内訳　　　 簿　価

 建物 2,451百万円

構築物 126 

機械及び装置 1,813 

工具、器具及び備品 173 

土地 85 

合計 4,650 

 

建物 2,307百万円

構築物 113 

機械及び装置 2,232 

工具、器具及び備品 142 

土地 85 

合計 4,880 

 
 (2)　財団抵当債務は短期借入金3,185百万円及び

長期借入金3,516百万円の一部である。

(2)　財団抵当債務は短期借入金3,227百万円及び

長期借入金3,934百万円の一部である。

 (ロ)　稲沢工場財団 (ロ)　稲沢工場財団

 (1)　財団抵当物件の内訳　　　 簿　価 (1)　財団抵当物件の内訳　　　 簿　価

 建物 455百万円

構築物 39 

機械及び装置 3 

工具、器具及び備品 3 

土地 100 

合計 603 

 

建物 475百万円

構築物 47 

機械及び装置 2 

工具、器具及び備品 2 

土地 100 

合計 628 

 
 (2)　財団抵当債務は短期借入金580百万円及び長

期借入金1,246百万円の一部である。

(2)　財団抵当債務は短期借入金673百万円及び長

期借入金1,263百万円の一部である。
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前事業年度

（平成20年3月31日）
当事業年度

（平成21年3月31日）

 ②　このうち担保に供しているものは下記のとおりで

ある。

②　このうち担保に供しているものは下記のとおりで

ある。

 (1)　担保物件の内訳　　　　 　　簿　価 (1)　担保物件の内訳　　　　 　　簿　価

 東京事務所 建物 124　百万円

〃　　 土地 53　 

合計 178 

 

旧稲沢工場 土地 53百万円

東京事務所 建物 114  

〃　　 土地  53 

合計 222 

 
 (2)　上記担保物件は短期借入金150百万円及び長期

借入金258百万円の担保の一部に供している。

(2)　上記担保物件は短期借入金569百万円及び長期

借入金1,451百万円の担保の一部に供している。

※4 　このうち7,053百万円（上場株式及び利付債券）を

短期借入金3,238百万円及び長期借入金2,903百万円

の担保の一部に供している。

　このうち3,593百万円（上場株式）を短期借入金

3,274百万円及び長期借入金3,282百万円の担保の一

部に供している。

2. 偶発債務

次のとおり債務保証を行っている。

偶発債務

次のとおり債務保証を行っている。

 被保証人  債務の種類  保証金額  

豊友物産㈱  短期借入金  10　百万円

ホーワマシナリーシ

ンガポール㈱
 短期借入金  13　 

合計    23 
 

被保証人  債務の種類  保証金額  

ホーワマシナリーシ

ンガポール㈱
 短期借入金   36 百万円

合計    36 
 

3.※5関係会社に係る注記

　区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている関

係会社に対するものは次のとおりである。

関係会社に係る注記

　区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている関

係会社に対するものは次のとおりである。

 受取手形 20　百万円

売掛金 146　 

買掛金 248　 
 

受取手形  11百万円

売掛金  189 

買掛金  125 
 

4.※6 　減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれてい

る。

　同　　　左
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（損益計算書関係）

 
前事業年度

自　平成19年 4月 1日
至　平成20年 3月31日

当事業年度
自　平成20年 4月 1日
至　平成21年 3月31日

1. 関係会社との取引に係るもの

　関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれて

いる。

関係会社との取引に係るもの

　関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれて

いる。

※1 受取利息 13　百万円
 

受取利息  1百万円
 

※2 受取配当金 97　 〃
 

受取配当金  82 〃
 

2.※3 　販売費及び一般管理費と当期総製造費用に含まれる

研究開発費は173百万円である。

　販売費及び一般管理費と当期総製造費用に含まれる

研究開発費は149百万円である。

3.※4　内訳は次のとおりである。

土地売却益　　　　 　　 　　　　161百万円　

－

※5 － 　当社の非連結子会社である豊友産業㈱が解散したた

め発生した清算配当である。

※6 　当社の連結子会社である西部産業㈱が解散したため、

同社に対する貸付金の貸倒見積額を、子会社整理損失

として特別損失に計上した。
 

 － 

※7 － 内訳は次のとおりである。

　　土地売却損　　　　　　　　　　　64百万円

　　その他　　　　　　　　　　　　　 0 

※8 － 内訳は次のとおりである。

　　建物　　　　　　　　　　　　　　22百万円

　　機械及び装置　　　　　　　　　　 4

　  工具、器具及び備品　　　　　　　 1

 　 その他　　　　　　　　　　　　　 0

 

（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自 平成19年4月1日　至 平成20年3月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
前事業年度末株式数

（千株）
当事業年度増加株式数

（千株）
当事業年度減少株式数

（千株）
当事業年度末株式数

（千株）

普通株式（注） 118 9 4 123

合　　計 118 9 4 123

　（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加9千株は、単元未満株式の買取りによる増加である。

２．普通株式の自己株式の株式数の減少4千株は、単元未満株式の買増請求による減少である。

当事業年度（自 平成20年4月1日　至 平成21年3月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
前事業年度末株式数

（千株）
当事業年度増加株式数

（千株）
当事業年度減少株式数

（千株）
当事業年度末株式数

（千株）

普通株式（注） 123 22 16 129

合　　計 123 22 16 129

　（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加22千株は、単元未満株式の買取りによる増加である。

２．普通株式の自己株式の株式数の減少16千株は、単元未満株式の買増請求による減少である。
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（リース取引関係）

前事業年度
自　平成19年 4月 1日
至　平成20年 3月31日

当事業年度
自　平成20年 4月 1日
至　平成21年 3月31日

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

１.ファイナンス・リース取引（借主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引
（1）　リース資産の内容
(ア）有形固定資産

主としてホストコンピュータ及び電話交換機
（工具、器具及び備品）である。

(イ）無形固定資産
ソフトウエアである。

（2）　リース資産の減価償却の方法
重要な会計方針「３．固定資産の減価償却の方法」
に記載のとおりである。

 なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、
リース取引開始日が、平成20年３月31日以前のリース取
引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会
計処理によっており、その内容は次のとおりである。

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

 
取得価額相
当額
（百万円）

減価償却累計
額相当額
（百万円）

期末残高相
当額
（百万円）

機械装置等 555 189 365
ソフトウエア 76 24 52
合計 631 213 418

 

 
取得価額相
当額
（百万円）

減価償却累計
額相当額
（百万円）

期末残高相
当額
（百万円）

機械装置等 530 250 279
ソフトウエア 73 36 37
合計 604 287 317

 
　なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高の有形

固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、「支払利

子込み法」により算定している。

同　　　　　　　左

②　未経過リース料期末残高相当額 ②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 89百万円

１年超 329 

合計 418 

 

１年以内 83百万円

１年超 233 

合計 317 

 
　なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料

期末残高の有形固定資産の期末残高等に占める割合が低

いため、「支払利子込み法」により算定している。

同　　　　　　　左

③　支払リース料及び減価償却費相当額 ③　支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 82百万円

減価償却費相当額 82 
 

支払リース料 87百万円

減価償却費相当額 87 
 

④　減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっている。

－ 

④　減価償却費相当額の算定方法

同　　　　　　　左

 

２．オペレーティング・リース取引

　オペレーティング・リース取引のうち解約不能のも

のに係る未経過リース料

１年内 2百万円

１年超 　　　　　13

合計 　　　　　　15
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（有価証券関係）

前事業年度（平成20年3月31日現在）

　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはない。

当事業年度（平成21年3月31日現在）

　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはない。

 

（税効果会計関係）

前事業年度
（平成20年3月31日）

当事業年度
（平成21年3月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

（繰延税金資産）      

貸倒引当金 242百万円

賞与引当金 223 

投資有価証券評価損 46 

関係会社株式評価損 205 

退職給付引当金 1,560 

役員退職慰労引当金 180 

繰越欠損金 3,240 

その他 349 

繰延税金資産小計 6,049 

評価性引当額 △6,049 

繰延税金資産合計 － 

（繰延税金負債）      

その他有価証券評価差額金 △2,120百万円

繰延税金負債合計 △2,120 

繰延税金負債の純額 △2,120 

 

（繰延税金資産）      

貸倒引当金 6百万円

賞与引当金 101 

投資有価証券評価損 59 

関係会社株式評価損 － 

退職給付引当金 1,559 

役員退職慰労引当金 194 

繰越欠損金 3,256 

その他 411 

繰延税金資産小計 5,587 

評価性引当額 △5,587 

繰延税金資産合計 － 

（繰延税金負債）      

その他有価証券評価差額金 △798百万円

繰延税金負債合計 △798 

繰延税金負債の純額 △798 

 
２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異について

　当期純損失のため記載を省略している。

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異について

　同　　　　左

 

（１株当たり情報）
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前事業年度
自　平成19年 4月 1日
至　平成20年 3月31日

当事業年度
自　平成20年 4月 1日
至　平成21年 3月31日

１株当たり純資産額 122.27円

１株当たり当期純損失（△） △2.86円
 

１株当たり純資産額 97.03円

１株当たり当期純損失（△） △8.56円
 

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、

当期純損失が計上されており、また潜在株式がないため、

記載していない。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、

当期純損失が計上されており、また潜在株式がないため、

記載していない。

１株当たり当期純損失（△）の計算上の基礎 １株当たり当期純損失（△）の計算上の基礎

損益計算書上の当期純損失（△） △358百万円

普通株式に係る当期純損失（△） △358百万円
 

損益計算書上の当期純損失（△） △1,072百万円

普通株式に係る当期純損失（△） △1,072百万円
 

普通株主に帰属しない金額 普通株主に帰属しない金額

　該当事項はない。 　該当事項はない。

普通株式の期中平均株式数 125,360,486株
 

普通株式の期中平均株式数 125,355,547株
 

 

（重要な後発事象）

前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

────── １ 希望退職者の募集

　当社は、平成21年５月15日開催の取締役会において、企業

体質の強化を図るため、早期退職優遇制度を実施し、40歳

以上の正社員を対象に200名程度の希望退職者の募集（平

成21年５月25日～平成21年６月10日）を行う事を決議し

た。

　この結果、196名の応募があり、平成22年３月期第１四半

期決算において、特別退職金として約12億円を特別損失に

計上する見通しである。

２ 役員退職慰労金の減額

　当社は、平成21年６月25日開催の定時株主総会において、

「退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件」と「取締役お

よび監査役に対する役員退職慰労金制度廃止に伴う打切

り支給の件」について、それぞれ減額措置を考慮の上支給

することを決議し、同日開催の取締役会において、具体的

にその減額措置を決定した。

　これにより平成22年３月期第１四半期決算において、役

員退職慰労引当金戻入額として245百万円を特別利益に計

上する見込である。
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（百万円）

投資有価証券 その他有価証券

㈱みずほフィナンシャルグ

ループ
6,382,460 1,199

㈱小松製作所 717,363 767

㈱三菱UFJフィナンシャルグ

ループ
799,600 380

日清紡績㈱ 400,000 371

㈱横浜銀行 366,453 153

日本興亜損害保険㈱ 232,575 131

スズキ㈱ 73,500 119

㈱御園座 100,000 78

双日㈱ 568,839 66

住友信託銀行㈱ 161,737 60

その他（５４銘柄） 2,085,807 529

計 11,888,334 3,857

【債券】  

種類及び銘柄 券面総額（百万円）
貸借対照表計上額
（百万円）

投資有価証券 その他有価証券
ユーロ円建　クレジットリンク

債（１銘柄）
100 100

計 100 100

【その他】

種類及び銘柄 投資口数等
貸借対照表計上額
（百万円）

投資有価証券 その他有価証券
投資信託受益証券（12銘柄） 212,587,242 101

貸付信託受益証券（９銘柄） 46,000,000 46

計 258,587,242 147
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【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額
（百万円）

当期償却額
（百万円）

差引当期末
残高
（百万円）

有形固定資産                             

建物 10,672 124 103 10,692 7,686 246 3,006

構築物 1,044 24 8 1,061 896 28 164

機械及び装置 11,269 1,098 125 12,242 10,002 676 2,239

車両運搬具 95 0 3 92 80 13 12

工具、器具及び

備品
1,712 66 42 1,737 1,590 98 146

土地 1,250 － 93 1,156 － － 1,156

リース資産 － 237 － 237 26 26 210

建設仮勘定 18 1,312 1,325 5 － － 5

有形固定資産計 26,063 2,864 1,702 27,225 20,283 1,090 6,942

                             

無形固定資産                             

ソフトウエア 77 6 18 65 42 12 23

その他 8 3 6 5 － － 5

無形固定資産計 85 10 25 70 42 12 28

長期前払費用 33 － 33 － － 0 －

繰延資産 － － － － － － －

繰延資産計 － － － － － － －

　（注）１．当期増加額のうち主なものは、次のとおりである。

　　　　　　　機械及び装置　マシニングセンタ　339百万円

　                      研削盤　　　　　　468 

２．「当期末減価償却累計額又は償却累計額」欄には、減損損失累計額が含まれている。　

 

【引当金明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（目的使用）
（百万円）

当期減少額
（その他）
（百万円）

当期末残高
（百万円）

貸倒引当金 606 27 584※1          22 27

賞与引当金 544 247 544 － 247

役員退職慰労引当

金
441 46 13 － 474

環境安全対策引当

金
109 31 － － 140

　（注）１．引当金の計上理由及び計算基礎

「重要な会計方針　4. 引当金の計上基準」に記載している。

２．当期減少額の「その他」の欄

※１　洗替えによる戻入額である。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　現金及び預金

区分 金額（百万円）

現金 33

預金     

  当座預金　 0

普通預金 2,356

定期預金 409

計 2,766

合計 2,799

②　受取手形

相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

㈱エスシーマシーナリアンドサービス 676

三立興産㈱ 617

豊和工業工事㈱ 585

ジヤトコ㈱ 477

双日マシナリー㈱ 421

その他 1,043

合計 3,820

期日別内訳

期　　日 金額（百万円）

平成２１年４月 566

平成２１年５月 1,242

平成２１年６月 730

平成２１年７月 518

平成２１年８月 758

平成２１年９月以降満期 3

合計 3,820

裏書手形の期日別内訳

期　　日 金額（百万円）

平成２１年４月 251

平成２１年５月 254

平成２１年６月 138

平成２１年７月 15

合計 660
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③　売掛金

相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

ジヤトコ㈱ 1,022

三立興産㈱ 799

豊和工業工事㈱ 717

防衛省装備施設本部 388

㈱エスシーマシーナリアンドサービス 292

その他 1,773

合計 4,994

滞留状況並びに回収状況

前期末残高（百万円） 当期発生高（百万円） 当期回収高（百万円） 当期末残高（百万円）

5,033 24,669 24,708 4,994

滞留月数 ＝
当期末残高

 ＝ 　 2.43ヶ月 回収率＝
当期回収高

 ＝ 　83.2 ％
月平均発生高 前期末残高 ＋ 当期発生高

　（注）１．この表では不動産賃貸料と「未収入金」勘定に計上している材料売上と受取ロヤリティーを除外して計算し

た。

２．消費税等の会計処理は税抜方式を採用しているが、上記の金額には消費税等が含まれている。

④　商品及び製品

区分 金額（百万円）

清掃車両 286

建設機械 17

電子機械 52

合計 356

⑤　仕掛品
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区分 金額（百万円）

繊維機械 47

工作機械 821

空油圧機器 505

電子機械 173

清掃車両 242

建設機械 32

火器 970

金属製建具 300

その他 40

合計 3,134

 

⑥　原材料及び貯蔵品

区分 金額（百万円）

鋳材 0

普通鋼材 25

特殊鋼材 36

非鉄金属 94

小計 157

消耗工具器具備品 13

補助材料 100

その他 2

小計 116

合計 273

 

⑦　買掛金

相手先 金額（百万円）

東海岡谷機材㈱ 184

いすゞ車体㈱ 142

ファナック㈱ 108

三井物産メタルズ㈱ 101

中日運送㈱ 98

その他 1,896

合計 2,531

⑧　短期借入金
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相手先 金額（百万円）

横浜銀行 名古屋支店 690

百五銀行 〃 400

名古屋銀行 本店 240

愛知銀行 本店 200

農林中央金庫 名古屋支店 150

三菱ＵＦＪ信託銀行 名古屋法人営業部 100

住友信託銀行 名古屋支店 100

みずほコーポレート銀行 名古屋営業部 40

三井住友銀行 名古屋支店 40

一年以内返済予定の長期借入金 1,895

合計 3,855

 

⑨　長期借入金

相手先 金額（百万円）

みずほコーポレート銀行 名古屋営業部 1,263

三菱東京ＵＦＪ銀行 〃 1,176

三井住友銀行 名古屋支店 425

日本生命保険  275

中央三井信託銀行 名古屋支店 259

三菱ＵＦＪ信託銀行 名古屋法人営業部 180

第一生命保険  135

住友信託銀行 名古屋支店 119

明治安田生命保険  101

住友生命保険  48

合計 3,982

⑩　退職給付引当金

区分 金額（百万円）

退職給付債務 8,396

未認識過去勤務債務 －

未認識数理計算上の差異 △1,914

会計基準変更時差異の未処理額 △783

年金資産 △3,659

合計 2,038

（３）【その他】

該当事項はない。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月３１日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月３１日

剰余金の配当の基準日 ９月３０日、３月３１日

１単元の株式数 1,000株

単元未満株式の買取り・

買増し
 

　取扱場所

（特別口座）

名古屋市中区栄三丁目１５番３３号

中央三井信託銀行株式会社 名古屋支店証券代行部

　株主名簿管理人

（特別口座）

東京都港区芝三丁目３３番１号

中央三井信託銀行株式会社

　取次所 ──────

　買取・買増手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法 電子公告　（注）１

株主に対する特典 該当事項はない

　（注）１．事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告をすることができない場合は、中日新聞に掲載し

て行う。なお、電子公告は当社ホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおりである。

　　　　　　　　　http://www.aspir.co.jp/koukoku/6203/6203.html

２．当社は単元未満株式についての権利を定款に定めている。当該規定により単元未満株式を有する株主は、そ

の有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができない。

(1)　会社法第189条第2項各号に掲げる権利

(2)　会社法第166条第1項の規定による請求をする権利

(3)　株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利

(4)　単元未満株式の買増しを請求する権利
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はない。

 

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。

(1)　有価証券報告書及びその添付書類

　事業年度（第170期）(自平成19年4月1日至平成20年3月31日)

　平成20年6月26日関東財務局長に提出

 

(2)　四半期報告書及び確認書

　　（第171期第１四半期）（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）
　　 平成20年８月12日関東財務局長に提出
　　（第171期第２四半期）（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）
　　 平成20年11月14日関東財務局長に提出
　　（第171期第３四半期）（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）
　　 平成21年２月13日関東財務局長に提出
 

(3)　臨時報告書

　平成21年５月15日関東財務局長に提出　

　金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号及び第19号

 （財政状態及び経営成績に著しい影響を与える事象）の規定に基づく臨時報告書である。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はない。
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 独立監査人の監査報告書 

 平成20年６月20日

豊和工業株式会社  

 取締役会　御中  

 栄監査法人  

 
代表社員

業務執行社員
 公認会計士 遠島　敏行　　㊞

 
代表社員

業務執行社員
 公認会計士 澤田　　博　　㊞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

豊和工業株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

豊和工業株式会社及び連結子会社の平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

※　１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別

途保管している。

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていない。
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 独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書 

 平成21年６月25日

豊和工業株式会社  

 取締役会　御中  

 栄監査法人  

 
代表社員

業務執行社員
 公認会計士 遠島　敏行　　㊞

 
代表社員

業務執行社員
 公認会計士 楯　　泰治　　㊞

 
代表社員

業務執行社員
 公認会計士 玉置　浩一　　㊞

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

豊和工業株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

豊和工業株式会社及び連結子会社の平成21年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報

 １.重要な後発事象に記載されているとおり、会社は早期退職優遇制度を実施した。

 ２.重要な後発事象に記載されているとおり、会社は役員退職慰労金の減額措置を決定した。

 

＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、豊和工業株式会社の平成21年３月

31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統制報告書を作成

する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにある。ま

た、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制監

査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどうかの

合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評

価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んで

いる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、豊和工業株式会社が平成21年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の内部

統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報告に

係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

※　１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別

途保管している。

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていない。
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 独立監査人の監査報告書 

 平成20年６月20日

豊和工業株式会社  

 取締役会　御中  

 栄監査法人  

 
代表社員

業務執行社員
 公認会計士 遠島　敏行　　㊞

 
代表社員

業務執行社員
 公認会計士 澤田　　博　　㊞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

豊和工業株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第170期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損

益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、豊和工業株式

会社の平成20年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正

に表示しているものと認める。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

※　１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別

途保管している。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていない。
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 独立監査人の監査報告書 

 平成21年６月25日

豊和工業株式会社  

 取締役会　御中  

 栄監査法人  

 
代表社員

業務執行社員
 公認会計士 遠島　敏行　　㊞

 
代表社員

業務執行社員
 公認会計士 楯　　泰治　　㊞

 
代表社員

業務執行社員
 公認会計士 玉置　浩一　　㊞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

豊和工業株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第171期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損

益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、豊和工業株式

会社の平成21年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正

に表示しているものと認める。

 

 追記情報

 １.重要な後発事象に記載されているとおり、会社は早期退職優遇制度を実施した。

 ２.重要な後発事象に記載されているとおり、会社は役員退職慰労金の減額措置を決定した。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

※　１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別

途保管している。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていない。
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